
報告第23号 

地方独立行政法人桑名市総合医療センターの経営状況に関する書類の提出について 

 地方独立行政法人桑名市総合医療センターの経営状況に関する書類を地方自治法（昭和22年法律第

67号）第243条の３第２項の規定により、別紙のとおり提出する。 

  令和７年９月２日提出 

桑名市長 伊 藤 徳 宇   
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　　　目

資　産　の　部
Ⅰ固定資産

　　１有形固定資産

　　　　土地 1,525,746,666

　　　　建物 16,153,446,395

           建物減価償却累計額 ▲ 5,432,369,233 10,721,077,162

　　　　構築物 162,749,072

　　　　   構築物減価償却累計額 ▲ 79,274,653 83,474,419

　　　　器械備品 4,873,069,563

　　　     器械備品減価償却累計額 ▲ 4,267,842,829 605,226,734

　　　　その他の有形固定資産 3,000,000

           　 有形固定資産合計 12,938,524,981

　　２無形固定資産

　　　　ソフトウェア 7,633,900

　　　　電話加入権 84,000

              無形固定資産合計 7,717,900

　　３投資その他の資産

　　　　長期貸付金 20,000,000

　　　　破産更生債権等 6,263,935

　　　　　 貸倒引当金 ▲ 6,263,935 0

　　　　その他の投資資産 8,224,500

　　　　　    投資その他の資産合計 28,224,500

固定資産合計 12,974,467,381

Ⅱ流動資産

　　　  現金及び預金 1,119,783,800

　　　  医業未収金 2,139,914,304

　　　  　 貸倒引当金 ▲ 1,075,075 2,138,839,229

　　　  未収金 3,042,801

　　　  医薬品 90,136,469

　　　  診療材料 48,354,785

　　　  貯蔵品 1,926,062

　　　  その他の流動資産 26,590,513

流動資産合計 3,428,673,659

資産合計 16,403,141,040

金　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（令和7年3月31日）
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　　　目

負　債　の　部
Ⅰ固定負債

　　　資産見返負債

　　　　 資産見返運営費負担金 14,088,976

　　　　 資産見返補助金等 54,927,690

　　　　 資産見返寄附金 4,741,125

　　　　 資産見返物品受贈額 580,878 74,338,669

　　　長期借入金 11,077,015,300

　　　引当金

　　　　 退職給付引当金 1,973,621,038

　　　長期未払金 82,633,833

固定負債合計 13,207,608,840

Ⅱ流動負債
　　    一年以内返済予定長期借入金 748,113,361

　　  未払金 1,263,656,265

　　  短期リース債務 8,642,133

　　  未払費用 83,094,179

　　　未払消費税等 7,917,300

　　  預り金 52,355,284

　　  引当金

　　　　 賞与引当金 498,657,029

流動負債合計 2,662,435,551

負債合計 15,870,044,391

純　資　産　の　部
Ⅰ資本金

　　　設立団体出資金 5,256,796,751

資本金合計 5,256,796,751

Ⅱ資本剰余金

　　　運営費交付金 3,103,661,330

　　　その他の資本剰余金 ▲ 129,935,777

資本剰余金合計 2,973,725,553

Ⅲ繰越欠損金

　　　当期未処理損失 ▲ 7,697,425,655

　　　　（うち当期総損失） （▲127,390,873）

繰越欠損金合計 ▲ 7,697,425,655

純資産合計 533,096,649

負債純資産合計 16,403,141,040

金　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（令和7年3月31日）
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　　　目
営業収益
　 医業収益
　　　入院収益 8,655,449,883
　　　外来収益 4,377,993,875
　　　その他医業収益 459,586,159
　　　保険等査定減 ▲ 50,006,168 13,443,023,749
　 運営費負担金収益 932,354,571
   補助金等収益 44,444,480
   寄附金収益 10,430,000
   資産見返運営費負担金戻入 118,593,046
   資産見返補助金等戻入 30,233,886
   資産見返寄附金等戻入 272,392
   資産見返物品受贈額戻入 92,128
   その他営業収益 240,000
   営業収益合計 14,579,684,252

営業費用
   医業費用
      給与費 7,198,373,370
      材料費 3,726,560,885
      経費 2,555,996,145
      減価償却費 1,017,737,299
      研究研修費 43,517,988 14,542,185,687

   一般管理費
　　  給与費 261,480,019
　　  経費 31,012,187
　　  減価償却費 15,034,543 307,526,749
   営業費用合計 14,849,712,436
                              営業損失 ▲ 270,028,184

営業外収益
   運営費負担金収益 45,746,039
   運営費交付金収益 33,957,270
   　 宿舎等貸付料収入 69,799,265
  　  院内託児料 11,702,350
   　 その他雑収益 91,976,690 173,478,305
   営業外収益合計 253,181,614

営業外費用
   財務費用
      長期借入金利息 71,989,797
      その他支払利息 17,285 72,007,082
   その他営業外費用
      移行前退職給付費用 33,957,270
      その他雑支出 4,472,685 38,429,955
   営業外費用合計 110,437,037
                             経常損失 ▲ 127,283,607

臨時損失
   固定資産除却損 107,266
   臨時損失合計 107,266

                            当期純損失 ▲ 127,390,873
                            当期総損失 ▲ 127,390,873

金　　　　　　額

損　益　計　算　書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

うち当期総利益
（又は当期総損失）

5,256,796,751 5,256,796,751 2,973,725,553 2,973,725,553 ▲ 7,570,034,782 － ▲ 7,570,034,782 660,487,522

Ⅰ 繰越欠損金の当期変動額（純額）

（１） 利益の処分又は損失の処理

（２） その他

 当期純損失 ▲ 127,390,873 ▲ 127,390,873 ▲ 127,390,873 ▲ 127,390,873

－ － － － ▲ 127,390,873 ▲ 127,390,873 ▲ 127,390,873 ▲ 127,390,873

5,256,796,751 5,256,796,751 2,973,725,553 2,973,725,553 ▲ 7,697,425,655 ▲ 127,390,873 ▲ 7,697,425,655 533,096,649

当期変動額

純資産変動計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産合計
設立団体出資金 資本金合計

当期変動額合計

当期末残高

資本剰余金 資本剰余金合計
当期未処分利益

（又は当期未処理損失）

利益剰余金
（又は繰越欠損金）

合計

当期首残高
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　【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

▲ 3,615,362,116

▲ 7,373,424,365

▲ 1,923,017,568

13,303,138,746

998,569,989

33,957,270

58,903,480

▲ 55,887,629

▲ 552,629,522

874,248,285

▲ 71,880,803

802,367,482

▲ 152,276,104

▲ 6,270,000

101,570,051

9,102,000

▲ 942,850

▲ 48,816,903

▲ 500,000,000

157,800,000

▲ 720,469,670

▲ 38,215,459

▲ 1,100,885,129

▲ 347,334,550

1,467,118,350

1,119,783,800

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　運営費負担金収入

　　　　補助金収入

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　無形固定資産の取得による支出

　　　　短期借入金の純増減額

　　　　利息の支払額

Ⅳ　資金増加額

Ⅴ　資金期首残高

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅵ　資金期末残高

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　長期借入れによる収入

　　　　長期借入金の返済による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　その他

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　補助金等収入

キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　材料の購入による支出

　　　　人件費支出

　　　　その他の業務支出

　　　　医業収入

　　　　運営費負担金収入

　　　　運営費交付金収入

　　　　移行前退職金支払額

　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計

 5



　【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

科　　　　目

Ⅰ　当期未処理損失 ▲ 7,697,425,655

　　　　　当期総損失 ▲ 127,390,873

　　　　　前期繰越欠損金 ▲ 7,570,034,782

Ⅱ　次期繰越欠損金 ▲ 7,697,425,655

損失の処理に関する書類
（令和7年3月31日）

金　　　　額
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【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

Ⅰ 損益計算書上の費用

医業費用 14,542,185,687

一般管理費 307,526,749

営業外費用 110,437,037

臨時損失 107,266

損益計算書上の費用合計 14,960,256,739

Ⅱ 行政コスト 14,960,256,739

行政コスト計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

 ７



注記事項

Ⅰ　重要な会計方針
当事業年度より、「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和4年8月31日

総務省告示第285号改定）並びに『「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」に

関するQ&A』（令和6年3月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改定
内容を適用して、財務諸表等を作成しております。

１．運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準

期間進行基準を採用しております。

なお、移行前退職給付費用については、費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

有形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 2～39年
構築物 10～30年
器械備品 2～18年

無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいて償却
しております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、発生した事業年度に全額費用処理しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については
給付算定式基準によっております。

４．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準
役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

６．棚卸資産の評価基準及び評価方法
医薬品 最終仕入原価法に基づく低価法によっております。

診療材料 同上

貯蔵品 同上

７．収益及び費用の計上基準

　医業収益は、主に入院及び外来診療に係る収益であり、診療行為を提供する履行義務を負っております。
当該履行義務は、継続的に役務を提供していることから一定の期間にわたり充足されると判断し、診療行為

の提供に応じて収益を認識しております。

８．リース取引の会計処理

リース料総額が3百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（１）

（２）

（１）

（２）

（３）
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Ⅱ　キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 円

資金期末残高 円

２．重要な非資金取引
（１）ファイナンス・リースによる資産の取得

該当ありません。

Ⅲ 行政コスト計算書関係
1.公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

行政コスト 円
自己収入等 円

機会費用 円

円
（内数）減価償却充当補助金 円

2.機会費用の計上方法

（1） 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和7年3月末における利回りを参考に1.497％で計算しております。

（2） 政府又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の令和7年3月末における利回りを参考に1.497％で計算しております。
（3） 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、公営企業型地方独立行政法人での
勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

Ⅳ　退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、職員退職手当規程に基づき、各年度に付与された持ち点の累計数に基づいて計算された一時金を支給
しております。

２．確定給付制度
（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 円
　勤務費用 円

　利息費用 円

　数理計算上の差異の当期発生額 円
退職給付の支払額 円

期末における退職給付債務 円

（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
非積立型制度の未積立退職給付債務 円

退職給付引当金 円

（３）退職給付に関連する損益

勤務費用 円
利息費用 円

数理計算上の差異の当期費用処理額 円
　 円

（4）数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎

　割引率

公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 1,566,968,069
148,919,060

1,867,304,796

0.60%

11,076,824

23,116,906
▲ 173,061,336

1,973,621,038

1,973,621,038
1,973,621,038

245,183,848
11,076,824

23,116,906

合　　　　　計 279,377,578

245,183,848

1,119,783,800

1,119,783,800

14,960,256,739

▲ 13,627,204,446
233,915,776
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Ⅴ　収益認識関係
 当法人は、以下に記載する内容を除き、地方独立行政法人会計基準第８４における収益に重要性が乏しいため、注記を
省略しております。

１．収益の分解情報
 当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、診療事業のみであり、基準第８４を適用する取引に係る主なサービス等の
種類と収益の額は、入院及び外来診療等による医業収益13,443,023,749円であります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
 重要性が乏しいため記載を省略しております。

Ⅵ　固定資産の減損関係
１．固定資産のグルーピングの方法

当法人は単独の病院のみを運営しているため、全体で1つの資産グループとしております。

２．共用資産の概要及び減損の兆候の把握等における取扱い方法
当法人は単独の病院のみを運営しているため、共用資産はありません。

３．減損の兆候が認められた固定資産
該当ありません。

Ⅶ　オペレーティング・リース取引関係
該当ありません。

Ⅷ　金融商品に関する事項
1．金融商品の状況に関する事項
　当法人の資金調達については、地方独立行政法人桑名市総合医療センター会計規程に沿って実施しております。

機器の整備更新等であり、設立団体である桑名市の事前承認に基づいて借入れを実施しております。
2.金融商品の時価等に関する事項
　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

 なお、現金及び長期貸付金は重要性が乏しいため、預金、未収金、未払金及び短期借入金は短期間で決済される
ため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
開示科目 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 長期借入金（注2） (11,825,129) (10,103,494) 1,721,635
(2) リース債務 (8,642) (8,551) 91

負債計 (11,833,771) (10,112,045) (1,721,726)
（注1） 負債に計上されているものは（）で示しております。
（注2） 1年以内返済予定の債務を含めております。

（注3）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の三つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、
時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

長期借入金及びリース債務
長期借入金及びリース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び
信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　また、医業未収金については、地方独立行政法人桑名市総合医療センター債権管理事務取扱要領に従い、リスク
管理を行っております。
　長期借入金の使途は医療法人の事業譲受に伴う支出、新病院建設に向けた建築及び用地取得費用、その他医療
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Ⅸ　重要な債務負担行為

（単位：円）

Ⅹ その他重要事項
1．財務諸表の表示に関する注記
公営企業型地方独立行政法人固有の会計処理に伴う科目は、以下のとおりです。
（1） 資産見返運営費負担金
（2） 資産見返補助金等
（3） 資産見返寄附金
（4） 資産見返物品受贈額
（5） 運営費負担金収益
（6） 運営費交付金収益
（7） 補助金等収益
（8） 寄附金収益
（9） 資産見返運営費負担金戻入
（10） 資産見返補助金等戻入
（11） 資産見返寄附金等戻入
（12） 資産見返物品受贈額戻入

Ⅺ 重要な後発事象
該当ありません。

医事関連業務等委託
（R5.4～R8.3） 366,339,600 122,113,200

清掃管理業務委託
（R6.4～R9.3）

287,020,800 191,347,200

警備業務委託
（R6.4～R11.3）

246,246,000 196,996,800

当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、以下のとおりです。

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額

施設・設備等運転管理業務委託
（R6.4～R9.3）

435,600,000 290,400,000
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財 務 諸 表

（ 附 属 明 細 書 ）



（単位：円）

当期償却額 当期減損額 当期減損相当額

有形固定資産 建物 16,153,446,395 － － 16,153,446,395 5,432,369,233 768,558,232  －  －  － 10,721,077,162
（減価償却費） 構築物 162,749,072 － － 162,749,072 79,274,653 13,952,920  －  －  － 83,474,419

器械備品 4,803,127,936 161,594,290 91,652,663 4,873,069,563 4,267,842,829 244,431,496  －  －  － 605,226,734 (注1）
　計 21,119,323,403 161,594,290 91,652,663 21,189,265,030 9,779,486,715 1,026,942,648  －  －  － 11,409,778,315

有形固定資産 建物 － － － － － －  －  －  －  －
（減価償却費相当額） 構築物 － － － － － －  －  －  －  －

器械備品 － － － － － －  －  －  －  －
　計 － － － － － －  －  －  －  －

非償却資産 土地 1,515,525,222 10,221,444 － 1,525,746,666 － －  －  －  － 1,525,746,666
その他の有形固定資産 3,000,000 － － 3,000,000 － － － － － 3,000,000
　計 1,518,525,222 10,221,444 － 1,528,746,666 － －  －  －  － 1,528,746,666

有形固定資産合計 土地 1,515,525,222 10,221,444 － 1,525,746,666 － －  －  －  － 1,525,746,666
建物 16,153,446,395 － － 16,153,446,395 5,432,369,233 768,558,232  －  －  － 10,721,077,162
構築物 162,749,072 － － 162,749,072 79,274,653 13,952,920  －  －  － 83,474,419
器械備品 4,803,127,936 161,594,290 91,652,663 4,873,069,563 4,267,842,829 244,431,496  －  －  － 605,226,734
その他の有形固定資産 3,000,000 － － 3,000,000 - - － － － 3,000,000
　計 22,637,848,625 171,815,734 91,652,663 22,718,011,696 9,779,486,715 1,026,942,648 － － － 12,938,524,981

無形固定資産 ソフトウェア 694,038,268 － 8,787,533 685,250,735 677,616,835 5,829,194  －  －  － 7,633,900
電話加入権 84,000 － － 84,000 － -  －  －  － 84,000
　計 694,122,268 － 8,787,533 685,334,735 677,616,835 5,829,194  －  －  － 7,717,900

投資その他の資産 長期貸付金 20,000,000 － － 20,000,000 － －  －  －  － 20,000,000
その他の投資資産 7,281,650 2,766,200 1,823,350 8,224,500 － －  －  －  － 8,224,500
　計 27,281,650 2,766,200 1,823,350 28,224,500 － －  －  －  － 28,224,500

（注1）当期増加額のうち主なものは次のとおりです
器械備品 33,800,000

12

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第88特定施設である有形固定資産の除去費用等の

摘要
減損損失累計額

　　　 会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

差引当期末残高

デジタルマンモグラフィシステム



（２）　棚卸資産の明細
（単位：　円）

当期購入・製造・
振替

その他 払出・振替 その他

医薬品 84,297,253 2,160,978,165 - 2,152,243,641 2,895,308 90,136,469  （注）

診療材料 48,500,966 1,555,871,839 - 1,556,018,020 48,354,785

貯蔵品 619,489 13,888,562 - 12,581,989 1,926,062

計 133,417,708 3,730,738,566 - 3,720,843,650 2,895,308 140,417,316

　　　（注）　当期減少額のその他には、期限切れによる廃棄もしくは滅失した資産を記載しております。

1
3

期末残高 摘要種類 期首残高

当期増加額 当期減少額



（３）長期借入金の明細
（単位：円）

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率 返済期限 摘要

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 366,784,881 - 34,261,465 332,523,416 1.500% 令 和 16 年 3 月 20 日

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 58,334,659 - 9,410,228 48,924,431 1.300% 令 和 12 年 3 月 20 日

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 19,943,280 - 1,107,960 18,835,320 0.000% 令 和 24 年 3 月 1 日

平成23年度　病院再編統合事業貸付金 2,497,680 - 138,760 2,358,920 0.000% 令 和 24 年 3 月 1 日

平成24年度　新病院整備事業貸付金 355,536,838 - 16,302,949 339,233,889 1.500% 令 和 25 年 3 月 20 日

平成24年度　新病院整備事業貸付金 28,130,310 - 1,480,542 26,649,768 0.000% 令 和 25 年 3 月 1 日

平成25年度　新病院整備事業貸付金 41,236,555 - 8,132,455 33,104,100 0.700% 令 和 11 年 3 月 20 日

平成25年度　新病院整備事業貸付金 144,360 - 7,218 137,142 0.000% 令 和 26 年 3 月 1 日

平成26年度　新病院整備事業貸付金 29,391,470 - 1,238,521 28,152,949 1.200% 令 和 27 年 3 月 20 日

平成26年度　新病院整備事業貸付金 123,740 - 5,892 117,848 0.000% 令 和 27 年 3 月 1 日

平成27年度　新病院整備事業貸付金 6,294,055 - 271,343 6,022,712 0.500% 令 和 28 年 3 月 20 日

平成27年度　新病院整備事業貸付金 425,864 - 19,356 406,508 0.000% 令 和 28 年 3 月 1 日

平成27年度　新病院整備事業貸付金 198,970,230 - 8,762,275 190,207,955 0.300% 令 和 28 年 3 月 20 日

平成28年度　新病院整備事業貸付金 1,726,602,845 - 70,226,530 1,656,376,315 0.600% 令 和 29 年 3 月 20 日

平成29年度　新病院整備事業貸付金 7,524,644,835 - 292,401,712 7,232,243,123 0.600% 令 和 30 年 3 月 20 日

平成29年度　新病院整備事業貸付金 336,388,500 - 37,376,500 299,012,000 0.000% 令 和 15 年 3 月 1 日

平成30年度　新病院整備事業貸付金 663,900,000 - 24,995,163 638,904,837 0.500% 令 和 31 年 3 月 20 日

平成30年度　新病院整備事業貸付金 7,251,088 - 1,449,928 5,801,160 0.010% 令 和 11 年 3 月 20 日

令和元年度　新病院整備事業貸付金 241,207,236 - 40,198,191 201,009,045 0.003% 令 和 12 年 3 月 20 日
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令和元年度　医療機器整備費用貸付金 7,375,000 - 7,375,000 - 0.240% 令 和 6 年 11 月 30 日

令和2年度　新病院整備事業貸付金 281,806,321 - 40,209,757 241,596,564 0.040% 令 和 13 年 3 月 20 日

令和2年度　施設整備等貸付事業貸付金 18,500,000 - 9,250,000 9,250,000 0.180% 令 和 7 年 11 月 30 日

令和3年度　施設整備等貸付事業貸付金 25,205,040 - 8,400,000 16,805,040 0.020% 令 和 9 年 3 月 20 日

令和3年度　施設整備等貸付事業貸付金 22,800,000 - 7,600,000 15,200,000 0.150% 令 和 8 年 11 月 30 日

令和4年度　施設整備等貸付事業貸付金 304,303,544 - 75,847,925 228,455,619 0.200% 令 和 10 年 3 月 20 日

令和5年度　施設整備等貸付事業貸付金 120,000,000 - 24,000,000 96,000,000 0.300% 令和10年11月30日

令和6年度　施設整備等貸付事業貸付金 - 157,800,000 - 157,800,000 0.790% 令和11年11月30日

計 12,387,798,331 157,800,000 720,469,670 11,825,128,661

1
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（４）　引当金の明細

（単位：　円）

目的使用 その他

退職給付引当金 1,867,304,796 279,377,578 173,061,336 1,973,621,038

賞与引当金 502,616,355 498,657,029 502,616,355 498,657,029

貸倒引当金 6,289,891 1,276,471 227,352 7,339,010

計 2,376,211,042 779,311,078 675,905,043 2,479,617,077

1
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期末残高 摘要区分 期首残高
当期減少額

当期増加額



（５）　運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細

①運営費負担金債務 （単位： 円）

令和6年度 － 1,100,140,040 978,100,610 122,039,430 － 1,100,140,040 - －

合計 － 1,100,140,040 978,100,610 122,039,430 － 1,100,140,040 - －

②運営費負担金収益 （単位： 円）

業務等区分 令和6年度支給分 合計

期間進行基準 607,852,112 607,852,112

費用進行基準 370,248,498 370,248,498

合計 978,100,610 978,100,610

交付年度 期首残高 負担金当期交付額

当期振替額

17

摘要
運営費負担金収益

資産見返運営費
負担金

資本剰余金 小計
期末残高

引当金見返
との相殺額



（６）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①運営費交付金債務 （単位： 円）

令和6年度 － 33,957,270 33,957,270 － － 33,957,270 - －

合計 － 33,957,270 33,957,270 － － 33,957,270 - －

②運営費交付金収益 （単位： 円）

業務等区分 令和6年度支給分 合計

費用進行基準 33,957,270 33,957,270

合計 33,957,270 33,957,270

交付年度 期首残高 交付金当期交付額

当期振替額

1
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摘要
運営費交付金収益

資産見返運営費
交付金

資本剰余金 小計
期末残高

引当金見返
との相殺額



（７）　地方公共団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細

建設仮勘定補助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上

令和6年度
病院群輪番制病院運営費補助金

13,284,480 － － － － 13,284,480

令和5年度
三重県新人看護職員研修事業費補助金

902,000 － － － － 902,000

令和5年度
救急医療体制人材確保緊急支援事業補助
金

4,630,000 － － － － 4,630,000

令和5年度
産科医等確保支援事業補助金

2,646,000 － － － － 2,646,000

令和6年度
臨床研修費等補助金（医師）

16,630,000 － － － － 16,630,000

令和5年度
子育て医師等復帰支援事業補助金

1,987,000 － － － － 1,987,000

令和5年度
小児・周産期医療提供体制推進事業補助金

2,678,000 － － － － 2,678,000

令和5年度
看護職員キャリアアップ支援事業補助金

1,105,000 － － － － 1,105,000

令和6年度
看護補助者処遇改善補助金

528,000 － － － － 528,000

令和6年度
医療施設運営費等補助金

54,000 － － － － 54,000

新興感染症対応強化事業補助金 7,480,000 － 7,480,000 － － 0

医療提供体制設備整備補助金 1,622,000 － 1,622,000 － － 0

合計 53,546,480 － 9,102,000 － － 44,444,480

1
9

（単位：　円）

左の会計処理内訳
当期交付額区分 摘要



（８）役員及び職員の給与の明細

支給額 支給人数 支給額 支給人数

千円 人 千円 人

33,067 3 13,548 1

(330) (1) （－） （－）

5,587,434 836 207,001 89

(665,725) (218) （－） （－）

5,620,500 839 220,549 90

(666,055) (219) （－） （－）

(注１） 支給額及び支給人数
　非常勤職員については、外数として（　）内に記載しております。
　また、支給人数については平均支給人数で記載しております。

(注２） 役員報酬基準及び職員給与基準の概要
　役員報酬については、「地方独立行政法人桑名市総合医療センター役員報酬等規程」に
　基づき支給しております。
　職員については、「地方独立行政法人桑名市総合医療センター職員給与規程」に基づき支給しております。

（注３） 法定福利費
　上記明細には法定福利費は含めておりません。

（９）開示すべきセグメント情報

　　　　当法人は単一セグメントにより事業を実施しているため、記載を省略しております。

2
0

退職給与

役員

職員

合計

区分
報酬又は給与



（１０）　医業費用及び一般管理費の明細

(1)医業費用

（単位：　円）

　医業費用
給与費

給料及び手当 4,450,335,130
賞与 525,663,259
賞与引当金繰入額 480,350,286
賃金及び報酬 614,366,621
退職給付費用 269,409,999
法定福利費 858,248,075 7,198,373,370

材料費
薬品費 2,152,243,641
診療材料費 1,556,018,020
給食材料費 13,040,296
医療消耗備品費 2,363,620
たな卸資産減耗費 2,895,308 3,726,560,885

経費
厚生福利費 16,750,176
修学費 20,520,000
旅費交通費 1,752,831
職員被服費 1,028,715
消耗品費 36,540,538
消耗備品費 721,504
光熱水費 224,063,156
燃料費 87,861
食糧費 237,997
印刷製本費 5,122,394
修繕費 59,229,477
保険料 24,434,675
賃借料 310,000,470
通信運搬費 19,111,085
委託料 1,213,825,262
手数料 18,455,344
広告料 587,077
諸会費 6,531,021
交際費 2,272,440
租税公課 558,318,677
寄付金 28,300,000
雑費 6,828,974
貸倒引当金繰入 1,276,471 2,555,996,145

減価償却費
建物減価償却費 753,634,067
構築物減価償却費 13,842,542
器械備品減価償却費 244,431,496
無形固定資産減価償却費 5,829,194 1,017,737,299

研究研修費
謝金 1,049,252
図書費 20,825,183
旅費 11,690,313
研究雑費 9,953,240 43,517,988

医業費用合計 14,542,185,687

科目 金額
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(2)一般管理費

（単位：　円）

　一般管理費
給与費

役員報酬 33,396,756
給料及び手当 100,248,668
賞与 15,639,064
賞与引当金繰入額 15,197,243
賃金 51,358,366
退職給付費用 12,225,579
法定福利費 33,414,343 261,480,019

経費
厚生福利費 884,858
旅費交通費 92,210
消耗品費 1,922,257
消耗備品費 37,974
光熱水費 11,792,798
燃料費 4,625
食糧費 12,525
印刷製本費 269,600
修繕費 1,334,440
保険料 336,945
賃借料 2,421,603
通信運搬費 1,005,609
委託料 9,070,891
手数料 913,602
広告料 30,887
諸会費 417,690
交際費 117,703
雑費 345,970 31,012,187

減価償却費
建物減価償却費 14,924,165
構築物減価償却費 110,378 15,034,543

一般管理費合計 307,526,749

科目 金額
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（１１）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

（現金及び預金の内訳） （単位：　円）
区分 期末残高 備考

現金 17,460,801

普通預金 1,102,322,999

合計 1,119,783,800

（医業未収金の内訳） （単位：　円）
区分 期末残高 備考

入院未収金 1,452,803,789

外来未収金 662,359,535

その他未収金 24,750,980

合計 2,139,914,304

（未払金の内訳） （単位：　円）
区分 期末残高 備考

給与費 276,419,433

材料費 698,092,775

固定資産購入費 78,821,820

経費その他 210,322,237

合計 1,263,656,265
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自 令 和 6 年 4 月 1 日

至 令 和 7 年 3 月 31 日

地方独立行政法人桑名市総合医療センター

決　算　報　告　書

令和6年度



【地方独立行政法人桑名市総合医療センター】 （単位： 円）　　

差　額
（決算額－当初予算額）

収入

営業収益 13,715,432,451 14,276,237,987 560,805,536

　医業収益 12,864,768,634 13,274,549,936 409,781,302

　運営費負担金 809,978,577 932,354,571 122,375,994 運営費負担金の分配割合変更によるもの

　運営費交付金 0 0 0

　補助金等収益 40,645,280 58,903,480 18,258,200
前年度コロナ関連補助金の入金時期のずれ
によるもの

　寄附金等収益 39,960 10,430,000 10,390,040

営業外収益 232,453,516 264,507,320 32,053,804

　運営費負担金 73,962,365 45,746,039 ▲ 28,216,326 運営費負担金の分配割合変更によるもの

　運営費交付金 28,009,242 33,957,270 5,948,028

　その他営業外収益 130,481,909 184,804,011 54,322,102

資本収入 416,059,058 287,319,430 ▲ 128,739,628

　運営費負担金 216,059,058 122,039,430 ▲ 94,019,628 運営費負担金の分配割合変更によるもの

　運営費交付金 0 0 0

　長期借入金 200,000,000 157,800,000 ▲ 42,200,000 当初予算からの購入物品減によるもの

　設立団体出資金 0 0 0

　その他資本収入 0 7,480,000 7,480,000 新興感染症検査機器補助金

その他の収入 0 0 0

計 14,363,945,025 14,828,064,737 464,119,712

支出

営業費用 13,161,609,376 13,670,529,683 508,920,307

　医業費用 12,913,439,191 13,385,109,741 471,670,550

　　給与費 6,845,615,418 7,128,753,920 283,138,502

　　材料費 3,878,413,317 3,989,891,953 111,478,636

　　経費 2,145,149,812 2,219,261,877 74,112,065

　　研究研修費 44,260,644 47,201,991 2,941,347

　一般管理費 248,170,185 285,419,942 37,249,757

営業外費用 73,391,466 107,588,459 34,196,993

資本支出 930,373,814 881,918,739 ▲ 48,455,075

　建設改良費 210,000,000 161,449,069 ▲ 48,550,931
建設改良の一部の支払時期のずれによるも
の

　償還金 720,373,814 720,469,670 95,856

　その他資本支出 0 0 0

その他の支出 0 500,000,000 500,000,000 短期借入金の返済によるもの

計 14,165,374,656 15,160,036,881 994,662,225

単年度資金収支（収入－支出） 198,570,369 ▲ 331,972,144 ▲ 530,542,513

（注）　損益計算書の計上額と決算額の集計区分等の相違の概要は、以下のとおりです。

　　　（1）損益計算書において計上されている現金収入を伴わない収益及び現金支出を伴わない費用は含んでおりません。

　　　（2）上記数値は消費税等込みの金額を記載しております。

令 和 6年 度 決 算 報 告 書

区　　　　分 当初予算額 決算額 備考



 

（ 別冊２ ）   
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１ ． 法人の長によるメ ッ セージ 

 

 当院は、 平成 21（ 2008） 年 10 月、 公立の桑名市民病院が地方独立行政法人化と と も に、 民間病院

の平田循環器病院を統合し 、 地方独立行政法人桑名市民病院を設立し まし た。 その後平成 24 年

（ 2012） 年４ 月に民間病院の山本総合病院と 更なる統合を行い、 地方独立行政法人桑名市総合医療セ

ンタ ーへと 改称し まし た。 新病院の建設が思う よう に進まず、 その後６ 年間、 ３ 病院と も 旧病院のま

ま診療を継続し まし た。 平成 30（ 2018） 年５ 月に待望の新病院が開院し 、 組織も 建物も 一体化し た総

合病院と なり まし た。  

 

 さ て令和６ 年度医療の分野では「 医師の働き方改革」 がスタ ート し 、 同年６ 月には診療報酬の医療

と 介護同時改定が実施さ れまし た。 医師の働き方改革については、 医師の長時間労働等を改善し 、 健

康を確保するこ と を目的と し て始まり まし た。 当院においても 、 救急医療をはじ めと する手術、 入院

を実施する急性期病院と し て、 医師の業務負担軽減を図り ながら 医療の質を下げるこ と のないよう 取

り 組みまし た。 こ の先も 医療 DX等新たな技術を取り 入れ、 地域医療と スタ ッ フ 双方を守れる体制づ

く り に注力し ていき たいと 考えています。  

 診療報酬改定については、 医療・ 介護・ 在宅等における「 連携」 が強化さ れる内容と なり まし た。

それぞれの施設等が持つ強みを生かし 、 患者さ んが少し でも 早く 普段の生活を送れるよう に「 連携」

する仕組みが報酬化さ れるも のと なり まし た。 当院では、 地域中核病院の役割を果たすべく 、 急性期

疾患の受入れを強化するこ と を目的と し 、 新病院開院以降持ち続けた地域包括ケア病棟を令和６ 年４

月より 急性期病棟へ転換し まし た。  

 急性期医療に関連し ても う 一つイ ベント があり まし た。 令和６ 年５ 月に三重県内４ か所目と なる地

域周産期母子医療センタ ーの認定を受けまし た。 地域周産期母子医療センタ ーと は、 産科及び小児科

（ 新生児診療） 等を備え、 周産期に係る比較的高度な医療行為を行う こ と ができ る医療施設と なり ま

す。 こ れから も 当院が重点的に取り 組むべき 医療の一つと し て注力し てまいり ます。  

 

 また、 令和６ 年度はアフ タ ーコ ロナと し て、 世の中が再び活発に動き 出し た年でも あり まし た。 企

業活動が活性化さ れたこ と により 、 物が動き 、 人材が採用さ れ物価や人件費が引き上がっ た年でも あ

り まし た。 医療の分野においても その波は押し 寄せ、 医薬品、 診療材料、 光熱費等軒並み値上げと な

り まし た。 価格転嫁ができ ないため、 診療報酬における加算項目、 診療材料の同種同効品、 空調の効

率的な運用等を研究し 、 増収と コ スト 上昇の抑制に努めまし た。 その結果、 令和６ 年度は黒字化には

届かなかっ たも のの、 経常損失の改善を行う こ と ができ まし た。  

 

 今後も 厳し い状況は続き ますが、 当院の基本理念「 最良の医療を提供し 、 地域の皆様さ まから 信頼

さ れ必要と さ れる病院を目指し ます」 に基づき、 安全・ 安心な医療を提供し 、 地域に貢献し てまいり

ます。  

 

 

地方独立行政法人桑名市総合医療センタ ー       理事長 白石 泰三 
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２ ． 法人の目的、 業務内容  

（ １ ）  法人の目的  

地方独立行政法人桑名市総合医療センタ ーは、 地方独立行政法人法（ 平成 15 年法律第 118

号。） に基づき 、 救急医療及び高度医療をはじ めと し た安全で良質な医療を提供すると と も に、

地域の関係機関及び桑名市と 連携し て、 住民の健康の維持及び増進に寄与するこ と を目的と す

る。   

  

（ ２ ）  業務内容  

当法人は、 地方独立行政法人法第１ 条の目的を達成するため、 以下の業務を行う 。   

一 医療を提供するこ と 。   

二 医療に関する調査及び研究を行う こ と 。   

三 医療に従事する者に対する研修を行う こ と 。   

四 人間ド ッ ク 、 健康診断等の予防医療を提供するこ と 。   

五 災害等における医療救護を行う こ と 。  

六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行う こ と 。  

  

３ ． 法人の位置づけ及び役割 

平成 30 年に桑名市総合医療センタ ー（ 新病院） が開院し 、 高度医療及び急性期医療における地

域の中核病院と し て、 安全で質の高い医療を提供すると と も に、 災害時や感染症流行時などにおけ

る医療対応が求めら れる。 特に桑員地域における救急医療等に係る基幹病院と し ての役割や、 小

児・ 周産期医療に係る県最北端の拠点と し ての役割を果たし ながら 、 他の医療機関と の機能分担及

び連携を推進し 、 地域で二次医療が完結するこ と ができ る体制を整えるこ と が求めら れる。  

加えて、 市民が健康づく り に取り 組めるよう 、 医療に関する専門分野の知識や蓄積さ れた情報を

活用し 、 保健医療情報を継続的に発信し ていく 。  

 

４ ． 中期目標  

（ １ ） 概要（ 第４ 期中期目標（ 令和６ 年４ 月～令和 11 年３ 月））     

地方独立行政法人桑名市総合医療センタ ーは、 平成 30 年４ 月に、 地域の二次医療及び急性期

医療を担う 新病院を開院し 、「 最良の医療を提供し 、 地域の皆様から 信頼さ れ必要と さ れる病院

を目指す」 と いう 基本理念のも と 、 地域医療の確保と 医療サービスの充実に努めている。  

第３ 期中期目標期間においては、 本市の求める、 高度で専門的な医療機能を 発揮すると と も

に、 地域医療機関等と の機能分担による地域医療連携の基盤を築いてきた。  

また、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の対応においても 、 重点医療機関と し て感染拡大に伴う 感

染症患者の受け入れや医療の提供に貢献し 、 主導的な役割を果たし てきた。  

近年は、 少子高齢化による急激な人口構造の変化に伴い、 医療ニーズが高まる一方、 それを

支える医療従事者の不足や過重労働が懸念さ れている。  

そのため、 第４ 期中期目標期間においては、 デジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） に

よる医療水準のさ ら なる向上と 業務の効率化・ 最適化を 図ると と も に、 安定し た経営基盤の確
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立や働き 方改革の推進により 、 将来にわたり 持続可能な医療提供を 行い、 地域住民の安全安心

に貢献するこ と を期待する。  

詳細につき まし ては、 第４ 期中期目標をご覧く ださ い。  

  

（ ２ ） 一定の事業等のまと まり ごと の目標等  

当法人の中期目標においては、 以下の区分と さ れており ます。   

第１  中期目標の期間  

第２  住民に対し て提供するサービスその他の業務の質の向上  

１  医療の提供 

 （ １ ） 重点的に取り 組む医療の実施 

（ ２ ） 地域医療連携の推進 

（ ３ ） 災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 

２  医療水準の向上 

３  医療従事者の確保 

４  患者サービスの一層の向上 

５  より 安心で信頼できる質の高い医療の提供 

第３  業務運営の改善及び効率化に関する事項  

第４  財務内容の改善に関する事項  

第５  その他業務運営に関する重要事項  

 

５ ． 理事長の理念や運営上の方針・ 戦略等  

【 基本理念】   

最良の医療を提供し 、 地域の皆さ まから 信頼さ れ必要と さ れる病院を目指し ます。   

 【 基本方針】   

① 患者さ んを中心に考え、 思いやり の医療を提供し ます。   

② 医療の水準と 質の向上に努め、 安全性を確保し ます。   

③ 地域の皆さ まに安心し ていただける中核病院と し ての責任を永続的に果たし ます。   

④ 患者さ んおよび職員にと っ て魅力ある病院をつく り ます。   

    

６ ． 中期計画及び年度計画  

第４ 期中期計画（ 令和６ 年４ 月～令和 11 年３ 月） の達成に向け、 年度ごと に計画を策定し 、 実

行し ている。   

詳細につき まし ては、 第４ 期中期計画及び年度計画をご覧下さ い。    
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第４ 期中期計画と 主な指標等    令和６ 年度計画と 主な指標等  

第１  住民に対し て提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと る

べき 措置 

１  医療の提供 

（ １ ） 重点的に取り 組む医療の実施 

ａ ）  救急医療 

地域の中核病院と し て、 他の医療機関と の連

携、 役割分担のも と に、 二次救急医療までを地

域で完結でき る救急医療体制の中心的役割を果

たす。  

24 時間 365 日、 地域住民に安全安心な救急医

療を提供すると 共に必要な医療を提供でき るス

タ ッ フ の確保に努める。 また、 適切な病床管理

を行い、 地域の医療機関から の紹介患者及び救

急車搬送患者を積極的に受け入れる体制を整え

る。  

項目 
令和10年度 

計画値 

救急車搬送患者 

受入件数 
5, 000人以上 

救急車搬送受入率 91. 0％以上 

救急医療管理加算算

定患者数 
4, 250件以上 

 

ａ ）  救急医療 

 地域の中核病院と し て、 他の医療機関と の連

携、 役割分担のも と に、 二次救急医療までを地

域で完結できる救急医療体制の中心的役割を果

たす。  

24 時間 365 日、 地域住民に安全安心な救急医

療を提供すると 共に必要な医療を提供でき るス

タ ッ フ の確保に努める。 また、 適切な病床管理

を行い、 地域の医療機関から の紹介患者及び救

急車搬送患者を積極的に受け入れる体制を整え

る。  

項目 
令和6年度 

計画値 

救急車搬送患者 

受入件数 
4, 560人 

救急車搬送受入率 87. 0％以上 

救急医療管理加算

算定患者数 
3, 840件 

 

ｂ ）  がん医療 

 三重県がん診療連携準拠点病院と し て、 病理

診断、 放射線画像診断等の検査によるがん診断

から 、 手術治療や放射線療法及び化学療法を効

果的に組み合わせた集学的治療を提供すると と

も に、 緩和ケア医療の充実を図る。 また、 医師

に対し 、 緩和ケア研修を受講さ せるなど、 医療

スタ ッ フ の知識及び技術の向上を図る。  

 専門的な知識を有する看護師や社会福祉士の

相談員をがん相談支援センタ ーに配置し 、 がん

患者・ 家族、 関係機関等から の相談等に適切に

対応する。  

項目 
令和10年度 

計画値 

がんに係る手術件数 855件以上 

放射線治療新規 

患者数 
170件以上 

外来化学療法新規 

患者数 
1, 100件以上 

院内がん登録件数 1, 300件以上 

ｂ )   がん医療 

ア 三重県がん診療連携準拠点病院と し て、 病

理診断、 放射線画像診断等の検査によるがん診

断から 、 手術治療や放射線療法及び化学療法を

効果的に組み合わせた集学的治療を推進し 、 高

度専門的ながん医療を提供する。  

イ  腹腔鏡や手術支援ロボッ ト を使用し た低侵

襲手術の適応拡大を図るなど、 先進技術を活用

し た手術を推進する。  

ウ 多職種から なる体制の下、 がんのリ ハビリ

テーショ ンの推進、 がん手術患者や薬物療法患

者等の口腔ケアの推進等、 チーム医療を通し て

適切な治療や支援を行う 。  

エ 緩和ケアチームの活動を通じ て院内の連携

を強化し 症状緩和に向けた緩和ケア医療の充実

を図る。 また、 医師及びその他医療従事者を対

象と し た緩和ケア研修会を開催し 、 受講を通じ
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て、 医療スタ ッ フ の知識及び技術の向上を図

る。  

オ 専門的な知識を有する看護師や社会福祉士

の相談員をがん相談支援センタ ーに配置し 、 が

ん患者・ 家族、 関係機関等に対する相談や情報

提供等に適切に対応する。  

 

項目 
令和6年度 

計画値 

がんに係る手術件数 775件 

放射線治療新規 

患者数 
150件 

外来化学療法新規 

患者数 
980件 

院内がん登録件数 1, 180件 
 

ｃ ）  脳血管障害、 循環器疾患及び消化器疾患 

救急部門と 関係各科、 リ ハビリ テーショ ン部

門等と の連携を強化し 、 治療内容の充実を図る

と と も に、 迅速な診断・ 治療を行う こ と ができ

る体制を維持する。 また、 内視鏡的処置や手術

支援ロボッ ト 手術、 鏡視下手術の適応拡大等、

低侵襲医療に積極的に取り 組む。  

〔 疾患別入院延べ患者数〕  

項目 
令和10年度 

計画値 

脳血管障害 15, 650人 

循環器疾患 19, 380人 

消化器疾患 28, 140人 

 

 

ｃ )   脳血管障害、 循環器疾患、 消化器疾患、

運動器疾患 

ア 脳血管障害 

地域医療構想に応じ 当院の急性期機能を拡

充する中で、 回復期施設と の連携が益々重要

と なるため相互の診療支援体制を強化する。  

救急隊と の「 脳卒中ホッ ト ラ イ ン」 の運用

を変更し 、 こ れまでＣ Ｐ Ｓ Ｓ  ( Ci nci nnat i  

Pr ehospi t al  St r oke Scal e) を基準に患者要

請・ 受け入れ判断を行っ てき たが、 令和６ 年

４ 月より Ｌ Ｖ Ｏ ( Lar ge Vessel  Occl usi on)  

Scal e を導入し 、 より 精度の高い救急搬送体

制を開始する。  

令和５ 年度に日本脳卒中学会「 一次脳卒中

センタ ー（ Ｐ Ｓ Ｃ ） コ ア」 に認定後、 主幹動

脈再開通療法の治療件数は三重県内で最多に

なり つつあるが、 血管撮影装置の老朽化が顕

著と なり 更新に向けて機種選定などに着手し

ながら 、 様々な脳血管障害に対する新規血管

内治療デバイ スの導入を進める。  

新型コ ロナウイ ルス感染症のため遅延し て

いた脳死下臓器提供施設登録に向け、 令和６

年５ 月に院内シミ ュ レーショ ンを開催し 、 関

係書類やマニュ アルを整備し て登録作業を進

める。  

イ  循環器疾患 

急性心筋梗塞をはじ めと する重症心疾患患

者は 24 時間 365 日にわたっ て積極的かつ迅

速に受け入れ、 適切な治療を施せる体制をこ

れまで通り 維持し ていく 。  
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超高齢社会と なり 増加し ている心不全患者

に対し 、 医師、 看護師、 理学療法士、 管理栄

養士、 薬剤師等の多職種による心不全チーム

を中心により きめ細やかな医療を提供し 、 発

症早期から の心臓リ ハビリ テーショ ンを導入

すると と も に地域連携や病診連携を強化し て

いく 。  

閉塞性動脈硬化症による下肢虚血に対する

カ テーテル治療の適応症例が増加し てきてお

り 、 今後、 こ れまで以上に力を入れていく 。  

ウ 消化器疾患 

急性腹症、 吐血・ 下血、 総胆管結石やがん

による閉塞性黄疸など消化器領域の緊急処

置、 緊急手術等の救急医療体制の強化を図

る。  

健診センタ ーと 連携し 消化器疾患の早期発

見・ 早期治療に努める。 特に特殊内視鏡検査

を充実さ せ、 診療レベルの向上を図り 、 消化

管の早期がんに対する内視鏡的治療を積極的

に行う 。 また、 肝臓がんに対するエコ ー下焼

灼術（ ラ ジオ波、 マイ ク ロ波） を行う 。 外科

的治療が必要になっ た場合には低侵襲な鏡視

下手術で根治手術を進めていく 。  

進行消化器がんに対し ても 技術認定医を充

実さ せ、 低侵襲な鏡視下手術、 ロボッ ト 支援

手術を導入し 、 治療の質の向上を図っ てい

く 。  

切除困難な高度進行がんに対し てはキャ ン

サーボード を開催し 、 放射線科や外科系他科

と 相談し 、 集学的治療を推進し ていく 。  

動脈再建や腹壁再建など血管外科・ 形成外

科と の合同手術を実施し 、 高難度手術症例

（ 食道がん、 肝胆膵がん） を増やし 、 食道外

科専門医認定施設、 肝胆膵外科高度技能専門

医修練施設の認定を目指す。  
〔 疾患別患者数（ 延入院患者数） 〕  

項目 
令和6年度 

計画値 

脳血管障害 15, 369人以上 

循環器疾患 19, 031人以上 

消化器疾患 27, 627人以上 
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ｄ ）  小児医療及び周産期医療 

 小児医療については、 地域の二次救急受入れ

の役割を 担う ほか、 地域の医療機関や応急診療

所と 連携し 、 入院機能など地域に必要と さ れる

役割を 果たす。 また医療的ケア児の在宅療養を

支えるためのレスパイ ト 入院を引き 続き行う 。  

項目 
令和10年度 

計画値 

小児科新規入院患者数 780人以上 

小児科救急車搬送受入数 175件以上 

小児科紹介件数 550件以上 

※第４ 期中期計画における 小児科救急車搬送受入数の数値は小児科救急外来

受診数の数値であっ たため修正し ており ます。  

 

周産期医療については、 通常分娩に加え、 近

隣の産科病院、 医院と の連携を よ り 強固にし て

いく こ と で、 リ スク の高い妊産婦の外来紹介や

緊急母体搬送、 新生児搬送の受け入れを 推進

し 、 NI CU（ 新生児特定集中治療室） の充実によ

り 高度な新生児治療に対応し ていく 。 また、 医

師・ 看護師・ 助産師等の更なる 充実を 図り 、 地

域周産期母子医療センタ ーの指定を目指す。  

 

項目 
令和10年度 

計画値 

分娩件数 450人以上 

 

 

ｄ ）  小児医療及び周産期医療 

ア 小児医療 

 小児医療については、 地域の二次救急受入れ

の役割を担う ほか、 地域の医療機関や応急診療

所と 連携し 、 入院機能など地域に必要と さ れる

役割を果たす。 また医療的ケア児の在宅療養を

支えるためのレスパイ ト 入院を引き 続き行う 。  

項目 
令和6年度 

計画値 

小児科新規入院患者数 660人以上 

小児科救急車搬送受入数 141件以上 

小児科紹介件数 475件以上 

※令和６ 年度計画における 小児科救急車搬送受入数の数値は小児科救急外

来受診数の数値であっ たため修正し ており ます。  

イ  周産期医療 

全国的に出生数は減少し ているが、 母体の

高齢化や社会変化によっ て身体的・ 精神的・

社会的ハイ リ スク 妊娠の増加が予想さ れる。

桑員地域の周産期医療維持のために周辺の分

娩取扱施設と 連携を進め、 ハイ リ スク 妊娠の

紹介や母体搬送及び新生児搬送の受け入れ体

制を整える。  

具体的には令和６ 年度中に三重県より 地域

周産期母子医療センタ ーの認定を目指し 、 認

定を受けるにあたり Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ （ 新生児特定集

中治療室） に加えＧ Ｃ Ｕ （ 新生児治療回復

室） を設置する。 将来的なＭＦ Ｉ Ｃ Ｕ （ 母

体・ 胎児集中治療室） の設置に向けて準備を

始める。 また増加傾向にある精神疾患合併妊

娠に対応するため周産期に対応でき る臨床心

理士の配置を目指す。  

より 重症な疾患や 30 週未満の早産につい

ては三重県周産期医療ネッ ト ワーク システム

に則り 、 近隣の総合・ 地域周産期母子医療セ

ンタ ーと 連携し て診療を行う 。 高次施設で急

性期治療を行っ た新生児は、 バッ ク ト ラ ンス

フ ァ ーで受け入れ、 退院後のフ ォ ローや在宅

療養支援へつなぐ 診療を行う 。  

「 みえ出産前後から の親子支援事業」 に関連

し 、 プレネイ タ ルビジッ ト （ 出産前小児保健

指導） や退院後の母子保健と の連携を進め

る。  

 

項目 
令和6年度 

計画値 

分娩件数 395件以上 
 



- 8 -  

  

（ ２ ） 地域医療連携の推進 

地域医療支援病院と し て、 かかり つけ医や地

域の医療機関と の機能分担と 連携の一層強化や

地域連携パスの運用を推進等により 、 紹介さ れ

た患者の受入れと 患者に適し た医療機関への紹

介を円滑に進めながら 、 地域完結型医療を推進

する。  

 

項目 
令和10年度 

計画値 

紹介率 94. 5％ 

逆紹介率 100. 0％ 

 

地域医療センタ ーにおける機能の充実を図

り 、 地域包括支援センタ ーを始め、 地域の介

護・ 福祉施設への患者情報の提供や退院時カ ン

フ ァ レンスの取組み等を推進するこ と により 、

地域包括ケアシステムの構築に向けて医療から

介護・ 福祉への切れ目のないサービスを提供で

きる体制の整備を進める。 また、 在宅患者の急

変時には患者を受け入れるよう 努める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域医療支援病院と し て、 かかり つけ医や地

域の医療機関と の機能分担と 連携の一層強化や

地域連携パスの運用を推進等により 、 紹介さ れ

た患者の受入れと 患者に適し た医療機関への紹

介を円滑に進めながら 、 地域完結型医療を推進

する。  

地域医療センタ ーにおける機能の充実を図

り 、 地域包括支援センタ ーを始め、 地域の介

護・ 福祉施設への患者情報の提供や退院時カ ン

フ ァ レンスの取組み等を推進するこ と により 、

地域包括ケアシステムの構築に向けて医療から

介護・ 福祉への切れ目のないサービスを提供で

き る体制の整備を進める。 また、 在宅患者の急

変時には患者を受け入れるよう 努める。  

ａ ）  地域医療支援病院と し ての要件を満た

す紹介率・ 逆紹介率の維持 

紹介さ れた患者の受入と 患者に適し た医療機

関への紹介を、 地元医師会と 協力し て進め、 紹

介率及び逆紹介率の基準をク リ アする。  

 

項目 
令和6年度 

計画値 

紹介率 93. 7％ 

逆紹介率 100. 0％ 

ｂ ）  地域と の連携強化の向上を図る 

 ア 在宅チームと の連携強化 

 イ  退院支援の質の向上 

 ウ 地域医療従事者の教育 

 エ 地域の開業医・ 病院と のスムーズかつス

マート な連携 

 オ 地域連携検査の利用（ 当院保有の高度医

療機器の共同利用）  

 カ  地域連携パスの利用 

 
〔 地域利用検査の利用数〕  

項目 
令和6年度 

計画値 

ＭＲ Ｉ  900件 

Ｃ Ｔ  1, 400件 

Ｒ Ｉ  15件 

 

ｃ ）  地域包括ケアシステムの構築 

地域包括支援センタ ーを始め、 地域の介護・

福祉施設への患者情報の提供や退院時カンフ ァ

レンスの取組等を推進する。 また、 急性期病院
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と し て在宅患者の急変時には受入れるよう 努め

ると と も に、 地域医療を支援するため、 在宅医

療の取組を行う 。  

 

（ ３ ） 災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 

地域災害拠点病院と し て、 災害医療に関する

研修及び医療救護を想定し た訓練等を充実さ せ

ると と も に、 設備の点検や物資及び通信手段の

確保を継続し 、 三重県、 桑名市、 関係機関及び

協定企業等と の連携強化に努め災害発生時に備

える。  

災害発生時にはＢ Ｃ Ｐ （ 事業継続計画） 及び

災害対策マニュ アルに基づき 、 病院事業の継続

に努めると と も に、 三重県及び桑名市から の要

請に応じ て、 Ｄ ＭＡ Ｔ （ 災害派遣医療チーム）

の派遣を含めた医療救護活動を行う など、 自治

体が実施する災害対策等に協力する。  

新興感染症等の流行時等には、 新型コ ロナウ

イ ルス感染症拡大時に重点拠点医療機関と し て

対応し た経験を生かし 、 関係機関と 連携・ 協力

し 、 一般の医療提供体制を確保し ながら 感染症

医療に適切に対応し 、 地域住民の安全安心に貢

献する。  

 

災害医療に関する研修及び医療救護を想定し

た訓練等を充実さ せ、 災害に備えると と も に、

災害時には、 桑名市から の要請に基づき必要な

医療救護活動を実施し 、 桑名市が実施する災害

対策等に協力する。  

災害発生時にＢ Ｃ Ｐ （ 事業継続計画） で最重

要事項と する職員の安全確保の一環と し て、 迅

速に安否確認ができ る体制を整える。  

災害発生時の医療活動に備えた医薬品、 水、

食料及び重油などの備蓄や諸設備の維持管理を

行う と と も に、 受援体制を整えておく 。  

地域災害拠点病院と し て他地域の災害時には

Ｄ ＭＡ Ｔ （ 災害派遣医療チーム） の派遣及び県

から の要請に基づく 支援等を実施する。  

防火防災管理講習等の受講を推奨し 、 災害時

に指導力を発揮でき る人材を育成する。  

新興感染症等の流行時等には、 新型コ ロナウ

イ ルス感染症拡大時に重点拠点医療機関と し て

対応し た経験を活かし 、 関係機関と 連携・ 協力

し 、 一般の医療提供体制を確保し ながら 感染症

医療に適切に対応し 、 地域住民の安全安心に貢

献する。  

 

２  医療水準の向上 

（ １ ） 高度・ 専門医療への取組み 

地域の中核病院と し て、 高度で専門的な医療

提供体制の充実に取り 組む。 循環器センタ ー、

消化器センタ ー及び脳卒中センタ ーの機能や集

学的治療体制の強化と 充実を図る。  

 

地域の中核病院と し て、 高度で専門的な医療

提供体制の充実に取り 組む。 循環器センタ ー、

消化器センタ ー及び脳卒中センタ ーの機能や集

学的治療体制の強化と 充実を図る。  

 

（ ２ ） デジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） の活用 

三重大学及び桑名市を始めと する関係機関と 連

携し 、 Ｉ Ｃ Ｔ やＡ Ｉ 等のデジタ ル技術の導入や、

他医療機関と のネッ ト ワーク の構築など、 情報セ

キュ リ ティ 確保の徹底を図り ながら デジタ ルト ラ

三重大学と 連携し 、 Ｉ Ｔ （ 情報技術） を活用

し た医療情報の共有やネッ ト ワーク 化について

検討を進める。 厚生労働省の定める「 医療情報

システムの安全管理に関するガイ ド ラ イン」 に
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ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） を推進するこ と に

より 、 医療の質の向上及び業務の効率化を図る。  

 

基づき 、 非常時を想定し た事業継続計画を策定

し 、 必要に応じ て改善に向けた対応を行う 。 ま

た、 令和７ 年度に予定し ている電子カ ルテシス

テム更新の準備を進めると と も に、 デジタ ル技

術を導入するこ と により 医療の質の向上及び業

務の効率化を図る。  

 

 ３  医療従事者の確保 

（ １ ） 医師の確保 

計画的に設備及び医療機器の整備を進めると

と も に、 各種専門医の研修施設認定を取得し 、

医師にと っ て魅力的な病院作り に努める。 ま

た、 タ スク シフ ト 、 タ スク シェ アやＩ Ｔ （ 情報

技術） の導入活用等による負担軽減体制を強化

する等、 医師の業務環境の改善を図る。  

診療科ごと の医師の充足度を把握し 、 大学等

関係機関と の連携の強化、 公募の推進等によ

り 、 医師の確保に努める。  

 

計画的に設備及び医療機器の整備を進めると

と も に、 各種専門医の研修施設認定を取得し 、

医師にと っ て魅力的な病院作り に努める。 医師

の働き 方については、 タ スク シフ ト ・ タ スク シ

ェ アを図るために特定行為研修修了看護師の育

成や医師事務作業補助者の配置、 多職種による

チーム医療の推進を図り 、 業務が集中し ない体

制づく り に努める。 また、 Ｉ Ｔ の導入活用等に

よる負担軽減体制を強化する等、 医師の業務環

境の改善を図る。  

診療科ごと の医師の充足度を把握し 、 大学等

関係機関と の連携の強化、 公募の推進等により

医師の確保に努める。  

（ ２ ） 研修医の受入れ及び育成 

幅広い診療科目を有する急性期病院と し て、

初期臨床研修プログラ ムの改善及び充実を図る

ほか、 各種専門医の研修機関と し ての認定を取

得する等、 教育研修体制の整備を進め、 初期研

修医及び専攻医（ 専門分野の研修を行う 医師を

いう 。） の受入れ拡大及び定着を図る。  

 

 

幅広い診療科目を有する急性期病院と し て、

初期臨床研修プログラ ムの改善及び充実を図る

ほか、 各種専門医の研修機関と し ての認定を取

得する等、 教育研修体制の整備を進め、 初期研

修医及び専攻医（ 専門分野の研修を行う 医師を

いう 。） の受入れ拡大及び定着を図る。  

 

 

（ ３ ） 薬剤師及び看護師の確保及び定着 

薬剤師については、 実務実習を通じ て関係教

育機関と の連携の強化や、 薬剤師修学資金貸与

制度や奨学金返還助成制度、 各専門薬剤師研修

施設の認定取得と いっ た、 教育研修体制の整備

を進め、 薬剤師にと っ て魅力的な病院作り に努

め、 確保を図る。  

看護師については、 教育実習や講師派遣を通

じ て関係教育機関と の連携の強化、 新卒者を支

薬剤師については、 実務実習を通じ て関係教

育機関と の連携を強化すると と も に、 薬剤師修

学資金貸与制度や奨学金返還助成制度を備えた

受入体制を取り 、 薬剤師の確保に努める。 ま

た、 各種認定、 専門薬剤師取得に向けたサポー

ト ( 学会発表や論文投稿など) 等の充実し た教育

環境と 働き やすい職場環境を作り 、 薬剤師の定

着を図る。  
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援でき る教育や看護体制を敷いて看護師の確保

を図る。 長時間勤務の改善や育児中の女性職員

の業務の負担を軽減するなど、 ワーク ・ ラ イ

フ ・ バラ ンス（ 仕事と 生活の調和） に配慮し た

働き やすい環境を整備し 、 定着に取り 組む。 特

に、 女性医療職については、 柔軟な雇用形態や

院内保育所の充実により 、 その確保を図る。  

 

看護師については、 教育実習や講師派遣を通

じ て関係教育機関と の連携の強化、 新卒者を支

援でき る教育や看護体制を敷いて看護師の確保

を図る。 また、 短時間正規職員制度を含む柔軟

な雇用形態や院内保育所の直営化による柔軟な

児童の受け入れ態勢の構築により 、 ワーク ・ ラ

イ フ ・ バラ ンス（ 仕事と 生活の調和） に配慮し

た働き やすい環境の整備に努め、 その確保及び

定着を図る。  

ク リ ニカ ルラ ダーの運用と 推進を引き 続き 行

い、 各看護職員の看護実践能力やキャ リ アを育

成する。  

看護補助者の直接雇用を推進し 、 タ スク シフ

ト ・ タ スク シェ アを行い、 看護師・ 助産師の業

務負担を軽減する。  

 

４  患者サービスの一層の向上 

（ １ ） 診療待ち時間等の改善 

地域連携を推進し 、 地域の医療機関と の役割

分担を行い、 外来診療の待ち時間短縮に努め

る。 また、 待ち時間に関する実態調査を定期的

に行い、 その現況及び原因を把握し 、 必要に応

じ てシステムの導入、 見直し を始めと する改善

を行う 。  

項目 
令和10年度 

計画値 

滞在時間 1時間45分 
 

地域連携を推進し 、 地域の医療機関と の役割

分担を行い、 外来診療の待ち時間短縮に努め

る。 また、 待ち時間に関する実態調査を定期的

に行い、 その現況及び原因を把握し 、 必要に応

じ てシステムの導入、 見直し を始めと する改善

を行う 。  

項目 
令和6年度 

計画値 

滞在時間 1時間52分 
 

（ ２ ） 院内環境の改善 

患者動線に配慮し た案内方法を工夫する等、

院内環境の整備を進める。 また、 市民ボラ ンテ

ィ アと 連携・ 協力し て患者サービスを向上さ せ

るため、 ボラ ンティ アの積極的な参加が可能と

なるよう 、 受入れ体制の整備を進める。  

 

患者動線に配慮し た案内方法を工夫する等、

院内環境の整備を進める。  

快適な療養環境を提供でき るよう に建物、 建

物設備、 医療器械の点検整備を進め、 医療の質

の向上を図る。 また、 電子処方箋や医療費後払

いシステムなどの電子データ のオンラ イン運用

を推進するこ と により 患者の利便性の向上に努

める。  

 

（ ３ ） 職員の接遇の向上 
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院内のご意見箱、 病院ホームページ及び定期

的な患者アンケート 等を通じ て患者の意向をと

ら え、 患者サービスの向上につなげる。 その上

で、 全職員を対象と する研修会を実施し 、 病院

全体の接遇の向上を図る。  
 

項目 
令和10年度 

計画値 

患者満足度調査結果（ 外来）  満足度85％ 

患者満足度調査結果（ 入院）  満足度85％ 

接遇研修実施回数 １ 回 

 

 

ご意見箱や、 ホームページを通じ て寄せら れ

た意見により 、 患者や利用者の意向を的確に把

握・ 検討するこ と により 患者サービスの向上に

努める。 また、 患者の意見に対する回答を速や

かに掲示すると と も に、 職員への周知を徹底す

る。 その上で、 全職員を対象と する研修会を実

施する等、 病院全体の接遇の向上を図る。  

 

項目 
令和6年度 

計画値 

患者満足度調査結果（ 外来）  81％以上 

患者満足度調査結果（ 入院）  78％以上 

接遇研修実施回数 １ 回 
 

５  より 安心で信頼できる質の高い医療の提供 

（ １ ） 医療安全対策の徹底 

安全で良質な医療を提供するため、 積極的に

イ ンシデント 情報が報告さ れる環境づく り を行

う 。 医療安全管理委員会において医療事故及び

医療事故につながる潜在的事故要因に関する情

報の収集及び分析に努め、 フ ィ ード バッ ク を行

い、 患者へ安全安心な医療を提供でき る環境を

整備する。  

院内感染の発生原因の究明及び防止対策を確

立し 、 患者と その家族及び職員の安全を確保す

るため、 院内感染対策委員会及び感染対策チー

ムにおいて、 感染源や感染経路に応じ た未然防

止及び発生時の院内感染対策を検討し 、 確実に

実施する。 また、 新興感染症等が発生し た場合

には、 感染防止対策を徹底し ながら 、 状況に応

じ て適切に対応する。  

職員全員に参加を義務づける医療安全及び感

染対策に関する研修を通年にわたっ て開催し 、

職員の意識向上に引き続き 努める。  

項目 
令和 10 年度 

実績値 

イ ンシデント レポート 件数 3, 200 件 
 

病院機能評価３ rd： Ver3. 0 を取得し たこ と

で、 より 安全で良質な医療が提供でき る環境と

なっ た。 医療安全管理委員会において、 医療事

故及び医療事故につながる潜在的事故要因に関

する情報の取集及び分析に努め、 職員にイ ンシ

デント の分析能力を付ける研修会を行い、 防止

対策案を職員にフ ィ ード バッ ク し 医療安全対策

を徹底する。  

・ Ｒ Ｃ Ａ （ 根本原因分析） 等の分析研修を定

期的に行う  

・ マニュ アルの更新と 医療安全情報の配 信 

・ 月１ 回医療安全チームによる院内ラ ウンド  

・ Ｍ＆Ｍ（ Mor bi di t y( 合併症） ＆Mor t al i t y

（ 死亡） ) カ ンフ ァ レンスを積極的に行う  

・ 医療安全研修会を年２ 回行い 100％の受講

率を目指す 

以上の項目を行い安全で良質な医療が提供で

き るよう に努める。  

 

院内感染対策委員会及びＩ Ｃ Ｔ ( 感染対策チー

ム) において、 感染源や感染経路に応じ た未然防

止及び発生時の院内感染対策を確実に実施す

る。  

ａ ）  院内感染の発生防止や蔓延阻止を実現

する。  

・ 院内感染対策委員会を定期的に開催する。  

・ 医療関連感染サーベイ ラ ンスの実施。  
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（ 薬剤耐性菌・ Ｃ Ｌ Ａ Ｂ Ｓ Ｉ （ 中心静脈ラ イ

ン関連血流感染）・ Ｓ Ｓ Ｉ （ 手術部位感

染）・ 手指衛生・ 症候群（ 下痢・ 嘔吐））  

・ Ｉ Ｃ Ｔ による院内ラ ウンド の実施、 感染防

止策の介入と 支援。  

・ Ａ Ｓ Ｔ （ 抗菌薬適正支援チーム） により 、

抗菌薬の適正使用を監視する。  

ｂ ）  全職員の院内感染防止に関する知識や

技術の向上を図る。  

・ 年２ 回、 感染対策に関わる研修会と 抗菌薬

適正使用支援研修会を開催する。  

・ 新たな事象に対応するためマニュ アルを必

要に応じ て見直し 、 全職員に周知を行う 。  

ｃ ）  地域連携を行い、 新興感染症を含む感

染制御の機能強化を図る。  

・ 感染対策向上加算１ 医療機関と 密に情報交

換を行い、 相互評価及びカ ンフ ァ レンス開

催を実施する。  

・ 保健所、 医師会と 連携し 、 感染対策向上加

算２ ・ ３ 医療機関と 年４ 回のカ ンフ ァ レン

スを開催する。  

・ 新興感染症発生時の対応を想定し た、 感染

防止策訓練を行う 。  

・ 抗菌薬適正使用や、 感染の発生状況の情報

を収集、 フ ィ ード バッ ク を行う 。  

・ 地域連携施設から のコ ンサルテーショ ンの

受諾。  

 

項目 
令和 6 年度 

実績値 

イ ンシデント レポート 件数 2, 640 件 

 

 

（ ２ ） 信頼さ れる医療の提供 

個人情報の保護及びイ ンフ ォ ームド ・ コ ンセ

ント を徹底すると と も に、 セカ ンド オピニオン

の実施や、 イ ンシデント レポート 件数の公開

等、 適切な情報開示を行う こ と により 、 患者、

その家族及び地域住民に信頼さ れる医療を提供

する。  

個人情報取扱規程及び桑名市個人情報保護条

例に基づき 、 個人情報の保護を行う 。  

医療の中心は患者であると いう 認識の下、 イ

ンフ ォ ームド ・ コ ンセント を徹底すると と も

に、 セカ ンド オピニオン等、 エビデンスに基づ

いた医療情報を提供する。 また、 イ ンシデント

レポート 件数の公開等、 適切な情報開示を行う

こ と により 、 患者、 その家族及び地域住民に信

頼さ れる医療を提供する。  
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（ ３ ） 施設設備の整備及び更新 

 病院の施設設備については、 地域医療を担う

中核病院と し て、 必要性や費用対効果を勘案し

て整備及び更新を進める。 特に、 今中期計画期

間中に更新時期に入る電子カ ルテシステム及び

関連部門システムについては、 安定的な診療録

の記録・ 保存を継続的に実施でき るこ と を第一

に考え、 限ら れた予算のなかで可能な限り 業務

の効率化や省力化などを図る。 また、 施設の老

朽化対策と し て、 長寿命化のための予防的な修

繕も 実施し 、 維持管理・ 更新等に係るト ータ ル

コ スト の縮減と 予算の平準化を図る。  

病院の施設設備については、 地域医療を担う

中核病院と し て、 必要性や費用対効果を勘案し

て整備及び更新を進める。 特に、 令和７ 年度に

更新を予定する電子カ ルテシステム及び関連部

門システムについては、 安定的な診療録の記

録・ 保存を継続的に実施でき るこ と を第一に考

え、 限ら れた予算のなかで可能な限り 業務の効

率化や省力化などを図る。 また、 施設の老朽化

対策と し て、 長寿命化のための予防的な修繕を

実施し 、 維持管理・ 更新等に係るト ータ ルコ ス

ト の縮減と 予算の平準化を図る。  

（ ４ ） 市民への保健医療情報の発信及び普及啓発等 

医療に関する専門分野の知識や蓄積さ れた情

報を活用し て、 市民公開講座の開催、 広報やホ

ームページの活用により 、 保健医療情報を発信

し 、 地域住民の健康寿命の延伸に寄与するこ と

で、 地域住民全体の福祉と 健康の増進に貢献す

る。  

医療に関する専門分野の知識や蓄積さ れた情

報を活用し て、 市民公開講座の開催、 広報やホ

ームページの活用により 、 保健医療情報を発信

し 、 地域住民の健康寿命の延伸に寄与するこ と

で、 地域住民全体の福祉と 健康の増進に貢献す

る。  

第２  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためと るべき措置  

１  規則ある職場づく り  

法令遵守を徹底し 、 規律ある職場づく り に努

めるこ と 。 また、 職員は、 自己の職責を理解

し 、 その職責を果たすよう 努めるこ と 。  

法令遵守を徹底し 、 規律ある職場づく り に努

めるこ と 。 また、 職員は、 自己の職責を理解

し 、 その職責を果たすよう 努めるこ と 。  

２  適切かつ弾力的な人員配置 

高度な専門知識と 技術に支えら れた良質で安

全な医療を提供するため、 地方独立行政法人化

のメ リ ッ ト の一つである柔軟な人事管理制度を

活用し て、 医師をはじ めと する職員を適切かつ

弾力的に配置する。  

必要に応じ て常勤以外の雇用形態を取り 入れ

るこ と により 、 多様な専門職の活用を図り 、 効

果的な医療の提供及び効率的な業務運営に努め

る。  

高度な専門知識と 技術に支えら れた良質で安

全な医療を提供するため、 地方独立行 

政法人化のメ リ ッ ト の一つである柔軟な人事

管理制度を活用し て、 医師をはじ めと する職員

を適切かつ弾力的に配置する。  

常勤以外の雇用形態を適切に運用し 、 多様な

専門職の活用を図り 、 効果的な医療の提供及び

効率的な業務運営に努める。  

 

３  職員の職務能力の向上 

職員の努力が評価さ れ処遇に反映さ れる仕組

みを推進すると と も に、 研修等を充実さ せるこ

と により 、 職務能力の向上を図る。 また、 認定

職員の努力が評価さ れ処遇に反映さ れる仕組

みを推進すると と も に、 研修等を充実さ せるこ

と により 、 職務能力の向上を図る。 また、 認定
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看護師や専門看護師など専門職種の資格の取得

を促し 、 配置に努める。  

看護師や専門看護師など専門職種の資格の取得

を促し 、 配置に努める。  

 

４  職員の就労環境の整備 

国が推進する働き 方改革の動向を踏まえ、 タ

スク シフ ト 、 タ スク シェ ア及びＩ Ｔ （ 情報技

術） 導入活用を検討し 、 業務の効率化、 負担軽

減に取り 組むこ と で職員の勤務時間の均衡を図

り 、 医師を含む全職員の時間外労働時間の縮減

と 有給休暇取得促進を目指す。  

ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスに配慮し た、 働き

やすく 、 働き がいのある就労環境を整備する。  

項目 
令和10年度 

計画値 

平均時間外労働時間数

（ 医師）  
30. 0時間未満 

平均時間外労働時間数

（ 医師以外）  
5. 5時間未満 

有給休暇平均取得日数 16. 0日以上 
 

 国が推進する働き 方改革の動向を踏まえ、 タ

スク シフ ト 、 タ スク シェ ア及びＩ Ｔ （ 情報技

術） 導入活用を検討し 、 業務の効率化、 負担軽

減に取り 組むこ と で職員の勤務時間の均衡を図

り 、 医師を含む全職員の時間外労働時間の縮減

と 有給休暇取得促進を目指す。  

ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンスに配慮し た、 働き 

やすく 、 働き がいのある就労環境を整備する。  

 「 働き方改革を推進するための関係法律の整

備に関する法律（ 働き方改革関連法）」 の施行に

伴い、 医師を含む病院職員が有給休暇年５ 日を

確実に取得できるよう 、 各部門にて引き続き 計

画的な有給休暇の取得を実施する。  

職員の給与については、 職員の努力や法人の業

績が反映さ れるよう 導入し た給与制度を適切に

運用すると と も に、 処遇改善のために必要な給

与改正を行う 。  

項目 
令和6年度 

計画値 

平均時間外労働時間数

（ 医師）  
30. 5時間未満 

平均時間外労働時間数

（ 医師以外）  
5. 8時間未満 

有給休暇平均取得日数 16. 0日以上 
 

５  効率的な業務体制の推進と 改善 

中期目標を達成するため、 迅速な意思決定と

機動的な経営判断により 効果的かつ効率的な業

務運営を推進すると と も に、 法人組織と し て内

部統制の体制充実を図る。  

病院経営に係る目標の設定や課題・ 改善提案

に対し 、 職員の誰も が参画可能な体制にするな

ど、 職員個々が経営状況を理解し 、 継続的に業

務改善へ取り 組む組織風土を醸成する。  

また、 Ｉ Ｔ （ 情報技術） を活用し 、 組織内の

情報共有や相互連携を進め、 効率的な業務の執

行に努める。 公益財団法人日本医療機能評価機

構による病院機能評価の結果に基づき 、 指摘箇

所等の継続的な改善活動に取り 組む。  

中期目標を達成するため、 迅速な意思決定と

機動的な経営判断により 効果的かつ効率的な業

務運営を推進すると と も に、 法人組織と し て内

部統制の体制充実を図る。  

病院経営に係る目標の設定や課題・ 改善提案

に対し 、 職員の誰も が参画可能な体制にするな

ど、 職員個々が経営状況を理解し 、 継続的に業

務改善へ取り 組む組織風土を醸成する。  

また、 Ｉ Ｔ （ 情報技術） を活用し 、 組織内の

情報共有や相互連携を進め、 効率的な業務の執

行に努める。 公益財団法人日本医療機能評価機

構による病院機能評価の結果に基づき 、 指摘箇

所等の継続的な改善活動に取り 組む。  
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第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためと るべき措置 

１  持続可能な経営基盤の確立 

公的な病院と し ての使命を果たし つつ、 恒常

的な経営黒字化を達成するため、「 第２  住民に

提供するサービスその他の業務の質の向上に関

する事項」 に定める計画を適切に実施する。 ま

た、 設立団体と の連携を密にし 、 相互に協力し

一体と なっ て持続可能な経営基盤の確立を目指

す。   

 

項目 
令和10年度 

計画値 

純利益 211百万円 

経常収支比率 100. 0％以上 

修正医業収支比率 94. 0％以上 
 

公的な病院と し ての使命を果たし つつ、 恒常

的な経営黒字化を達成するため、「 第１  住民に

対し て提供するサービスその他の業務の質の向

上に関する目標を達成するためにと るべき 措

置」 に定める計画を適切に実施する。 また、 設

立団体と の連携を密にし 、 相互に協力し 一体と

なっ て持続可能な経営基盤の確立を目指す。   

 

項目 
令和6年度 

計画値 

純利益 ▲318百万円 

経常収支比率 97. 8％ 

修正医業収支比率 92. 1％ 
 

２  収入の確保 

救急医療や地域医療連携の推進、 ベッ ド コ ン

ト ロールチームを中心と し た適切かつ効率的な

病床運用により 、 病床稼働率等の計画値達成を

目指す。 また、 地域の高度医療及び急性期医療

を担う 中核病院と し ての機能を発揮するこ と に

より 、 入院、 外来における１ 日１ 人当り 収益の

向上に努める。  

 

項目 
令和10年度 

計画値 

１ 人１ 日当り 外来収益 22, 000円 

新入院患者数 10, 800人 

１ 人１ 日当り 入院収益 75, 000円 

病床稼働率 82. 0％ 

 

 

 

 救急医療や地域医療連携の推進、 ベッ ド コ ン

ト ロ ールチームを 中心と し た適切かつ効率的な

病床運用によ り 、 病床稼働率等の計画値達成を

目指す。 また、 地域の高度医療及び急性期医療

を 担う 中核病院と し ての機能を 発揮するこ と に

より 、 入院、 外来における １ 日１ 人当り 収益の

向上に努める。  
 

項目 
令和6年度 

計画値 

１ 人１ 日当り 外来収益 19, 720円 

新入院患者数 10, 045人 

１ 人１ 日当り 入院収益 71, 900円 

病床稼働率 80. 4％ 
 

３  支出の削減 

医療機器の効果的な調達や、 適切な修繕の実

施による機器の長寿命化を図り 、 限り ある財源

を効率よく 運用する。 また、 業務委託の必要性

や委託内容についても 、 最適な手法を検討し 、

必要に応じ 見直し を行う 。  

給与費対医業収益比率についても 、 医療安全

の確保、 医療の質やサービスの向上等に十分配

慮し た上で低減に努める。  

 

 

医療機器の効果的な調達や、 適切な修繕の実

施による機器の長寿命化を図り 、 限り ある財源

を効率よく 運用する。 また、 業務委託の必要性

や委託内容についても 、 最適な手法を検討し 、

必要に応じ 見直し を行う 。 エネルギーのより 効

率的かつ効果的な使用による光熱水費の削減

等、 費用の節減を図る。  

給与費対医業収益比率については、 医療安全

の確保、 医療の質やサービスの向上等に十分配

慮し た上で低減に努める。  
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項目 
令和10年度 

計画値 

給与費 

対医業収益比率 
55. 0％ 

 

 

薬品及び診療材料における同種・ 同効果のも

のの整理、 購入方法の見直し 等による材料費の

削減を図る。  

 

項目 
令和6年度 

計画値( 税込)  

給与費 

対医業収益比率 
56. 0％ 

薬品費 

対医業収益比率 
16. 5％ 

診療材料費 

対医業収益比率 
13. 6％ 

※計画値は税込表示と なっ ている。  

 

また、 後発医薬品を積極的に採用し 、 後発医

薬品使用率の向上に継続的に取り 組む。  

 

項目 
令和6年度 

計画値 

後発医薬品使用率 90. 0％ 

 

 

第４  予算 

１  予算 

２  収支計画 

３  資金計画 

詳細につき まし ては、 第４ 期中期計画及び年

度計画をご覧下さ い。  

▶ 同左  

第５  短期借入金の限度額 

１  限度額 1, 800 百万円 

２  想定さ れる短期借入金の発生理由 

 ( 1) 業績手当の支給等による資金不足への対応 

 ( 2) 予定外の退職者の発生に伴う 退職手当の支

給等偶発的な出費への対応 

▶ 同左  

第６  出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産と なるこ と が見込まれる財産がある場合に

は、 当該財産の処分に関する計画 

なし   なし  

第７  出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産と なるこ と が見込まれる財産以外の重要な

財産を譲渡し 、 又は担保に供し よう と すると きは、 その計画  

なし   なし  

第８  剰余金の使途 
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決算において剰余を生じ た場合は、 病院施設の

整備又は医療機器の購入等に充てる。  
▶ 同左 

第９  桑名市地方独立行政法人法施行細則（ 平成 21 年桑名市規則第 26 号） 第６ 条で定める事項 

１  地域の医療水準向上への貢献に関する計画 

他の臨床研修病院の研修協力病院と し て、 そ

の病院の臨床研修医を受入れるほか、 看護学生

及び薬学生等の実習の受入れ等を積極的に行

い、 地域の医療従事者の育成を進める。  

また、 桑名市消防本部と の連携により 、 救急

ワーク ステーショ ンにおける救急救命士の実習

受入れを進める。  

▶ 同左 

２  医療機器の整備に関する計画 

高度医療及び急性期医療に取り 組むため、 費

用対効果、 地域住民の医療需要及び医療技術の

進展等から 総合的に判断し て、 高度医療機器の

整備を適切に実施する。  

整備の財源は桑名市長期借入金ないし 自主財

源等と し 、 各事業年度の桑名市長期借入金等の

具体的な額については、 各事業年度の予算編成

過程において決定さ れる。  

▶ 同左 

３  積立金の処分に関する計画 

 中期目標期間の繰越積立金については、 病院

施設の整備又は医療機器の購入等に充てる。  

▶ 同左 

４  法人が負担する債務の償還に関する事項 

法人が桑名市に対し 負担する債務の元金償還

を確実に行う 。  

▶ 同左 
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７ ． 持続的に適正なサービスを提供するための源泉  

（ １ ） ガバナンスの状況 

 

（ ２ ） 役員等の状況  

                                             （ 令和７ 年３ 月 31 日現在）  

 

職 名  

  

氏 名  

   

任  期  

  

担当 

  

経   歴  

 

理 事 長 

  

白石 泰三 

  

自 
至  

  

 

令和６ 年９ 月１ 日 

令和７ 年９ 月 30 日 

 平成 18 年４ 月 

 三重大学大学院医学系研究科腫瘍病理学教授 

平成 28 年４ 月 

桑名市総合医療セン タ ー副理事長 

令和６ 年９ 月 

（ 現職）  

 

理 事 

  

山田 典一 

  

自 
至  

  

  

  

 

令和５ 年 10 月１ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 平成 29 年 10 月  

 桑名東医療セン タ ー副病院長 

平成 30 年５ 月 

 桑名市総合医療センタ ー副病院長 

令和６ 年４ 月 

 桑名市総合医療セン タ ー病院長 

平成 29 年 10 月  

 （ 現職）  
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理 事 

  

町支 秀樹 

  

自 
至 

 

  

 

令和５ 年 10 月１ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 平成 29 年４ 月  

 桑名東医療セン タ ー副病院長 

平成 30 年５ 月 

 桑名市総合医療センタ ー副病院長 

平成 29 年 10 月  

 （ 現職）  

 

理 事 

  

阪井田博司 

  

自 
至 

 

  

 

令和５ 年 10 月１ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 平成 29 年９ 月  

 桑名市総合医療センタ ー脳卒中センタ ー長 

平成 30 年５ 月  

 桑名市総合医療センタ ー副病院長 

平成 30 年４ 月  

 （ 現職）  

 

理 事 

  

石田  聡 

  

自 
至 

 

  

 

令和５ 年 10 月１ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 平成 24 年４ 月  

 桑名西医療セン タ ー副病院長 

平成 30 年５ 月 

 桑名市総合医療センタ ー副病院長 

平成 27 年 10 月  

 （ 現職）  

 

理 事 

  

大村  崇 

  

自 
至 

 

 

 

令和６ 年４ 月１ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 令和６ 年４ 月  

 桑名市総合医療センタ ー副病院長 

令和６ 年４ 月  

 （ 現職）  

 

理 事 

  

今井  寛 

  

自 
至 

 

  

 

令和５ 年 10 月１ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 平成 23 年１ 月 

三重大学医学部附属病院救命救急・ 総合集中

治療セン タ ー セン タ ー長・ 教授 

令和５ 年４ 月  

 （ 現職）  

 

理  事 

  

中村 博明 

  

自 
至 

 

  

 

令和５ 年 10 月３ 日 

令和７ 年３ 月 31 日 

 平成 29 年４ 月 

桑名市市長公室長 

平成 30 年４ 月 

 桑名市都市整備部長 

令和元年 10 月 

 桑名市総合医療センタ ー管理部長 

令和元年 10 月 

 （ 現職）  

 

監 事 

 

山岡 輝之 

  

自 
至 

 

  

 

令和５ 年８ 月１ 日 

令和７ 年度の財務諸表

承認日 

 平成 29 年７ 月 

 北勢経営会計事務所代表 

平成 30 年６ 月 

 あすの監査法人統括代表社員 

平成 29 年 10 月 

 （ 現職）  

 

（ ３ ） 職員の状況  

常勤職員は令和７ 年３ 月 31 日において 830 人（ 前年比変動なし ） と なっ ています。 平均年

齢は 39. 4 歳で、 市等から の出向者は２ 人です。   

  

（ ４ ） 重要な施設等の整備等の状況（ 主なも の）   
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① 当事業年度中に建替整備が完了し た主要施設等  なし  

② 当事業年度において建替整備中の主要施設等  なし  

③ 当事業年度中に処分し た主要施設等      なし  

  

（ ５ ） 純資産の状況 

( 単位： 百万円）   

区  分  期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高  

設立団体出資金 5, 257   0   0   5, 257 

資本剰余金  2, 974   0   0   2, 974 

利益剰余金  

（ 繰越欠損金）  

▲7, 570   ▲127   0  ▲7, 697 

 

純資産合計  660   ▲127   0   533 

（ 注 1）  計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。  

（ ６ ） 財務の状況  

① 財源の内訳                             （ 単位： 百万円）  

区 分  金額  構成比率（ ％）   

収入      

医業収益  13, 275    89. 5% 

 運営費負担金 1, 100    7. 4% 

 運営費交付金 34    0. 2% 

 長期借入金 158    1. 1% 

 その他 262  1. 8% 

合計  14, 828    100% 

（ 注） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。  

 

② 収入に関する説明  

当法人における収入は医業収益が 13, 275 百万円と 89. 5%を占め、 内訳と し て、 入院収益、

外来収益及び公衆衛生活動収益等のその他医業収益があり ます。  

（ ７ ） 社会及び環境への配慮等の状況  

当法人は環境保全に関する諸法令等を遵守し 、 省エネルギー化、 廃棄物の適正処理等環境へ 

の配慮に努めています。 また、 仕事と 育児・ 介護を両立さ せながら 就業を継続でき るための支

援や障害者雇用の促進に取り 組んでいます。  

加えて地域のニーズに合わせた医療情報の発信等を目的に医療従事者を対象と し た研修や、

小中学生を対象と し たがん教育を実施する等、 社会貢献活動を推進し ています。  
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８ ． 業務運営上の課題・ リ スク 及びその対応策  

（ １ ）  リ スク 管理の状況  

当法人では、 中期目標等に基づき法令等を遵守し つつ業務を行い、 地方独立行政法人法第１

条の目的を有効かつ効率的に果たすために事業方法書に定める内部統制に関する基本方針に基

づき 、 リ スク の評価及び状況の把握を行い、 リ スク に対し て必要な措置を講じ るこ と と し てい

ます。   

  

（ ２ ）  業務運営上の課題・ リ スク 及びその対応策の状況  

リ スク の識別  

当法人の業務範囲の網羅性を確保し たう えで、 直面するリ スク を洗い出し 、 洗い出し たリ ス

ク の規模・ 特性を踏まえ、 管理対象と するリ スク を特定し ています。  

《 発生が想定さ れるリ スク 一覧表》   

区分  リ スク 項目  

医療安全関係 

医療事故による患者死亡等、 不適切な対応 

患者生命に支障のない医療事故 

院内感染（ 患者・ 医療者）  

麻薬・ 毒薬などの紛失 

食中毒事故 

情報セキュ リ ティ 関係 

サイ バー攻撃 

情報システムの障害・ 破壊による業務中断 

個人情報漏洩・ 紛失 

情報資産の漏洩・ 流出 

コ ンプラ イ アンス関係 

ハラ スメ ント  

職員による不正・ 関係法令違反 

業者による不正等 

医療廃棄物の違法処理・ 不法投棄 

治験・ 臨床研究に関する不正等 

診療報酬関係 

診療報酬改定内容のフ ォ ロー不足  

算定基準の充足要件確認不足  

算定漏れ及び未請求等  

災害関係 
大規模災害・ 火災等による病院の被災 

新興感染症の大規模流行 
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設備・ 機器保守関係 施設・ 設備・ 機器の整備不良・ 故障・ 老朽化等 

施設・ 設備・ 機器の投資失敗 

 

９ ． 業績の適正な評価の前提情報   

（ １ ） 地域で必要と さ れている医療の提供 

      桑名市における医療需要および提供体制の現状、 入院患者の将来受療動向等を踏まえ、 高度

医療及び急性期医療における地域の中核病院と し て、 救急医療対策、 がん、 脳卒中、 急性心筋

梗塞、 周産期医療対策、 小児救急を含む小児医療対策について、 特に重要課題と し て取り 組ん

でいる。   

    また、 地域医療支援病院と し て高度医療及び急性期医療の提供を行い、 他の医療機関と の機

能分担及び在宅医療を含む医療、 福祉及び介護の連携体制の構築に努めている。  

    地域災害拠点病院と し て、 発災を想定し た業務継続計画の適切な運用のも と 、 平時から 関係

機関と の連携を図り 、 緊急時における連絡体制の確保や医療物資等の備蓄、 訓練等を行っ てい

る。 また、 災害時及び重大な感染症の流行時等には、 三重県及び桑名市から の要請に基づき必

要な医療の提供をするなど、 災害対策等に協力し ている。  

  

   ① 重点的に取り 組む医療の実施 

○ 救急医療 

 ・ 二次救急医療までを地域で完結できる中核病院と し て、 地域の医療機関から の紹介患者

及び救急搬送患者の積極的な受入れを継続する。  

○ がん医療 

 ・ がん診療連携準拠点病院と し て、 他の医療機関と の連携を進めつつ、 がん医療の充実を

図る。  

○ 脳血管障害、 循環器疾患、 消化器疾患及び運動器疾患 

 ・ 脳血管障害及び循環器疾患については、 ホッ ト ラ イ ンによる 365 日 24 時間体制での緊

急対応を継続し 、 迅速な診断・ 治療を行う こ と ができ る体制を維持する。  

 ・ 消化器疾患及び運動器疾患については、 内視鏡的処置や鏡視下手術等、 低侵襲医療に積

極的に取り 組んでいる。  

○ 周産期医療及び小児医療 

・ 地域における周産期医療及び小児医療の拠点と し て、 Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ ( 新生児特定集中治療室)  

をはじ め、 高度医療及び専門医療を提供し ていく 。  

   ② 地域医療連携の推進  

○ 地域医療支援病院  

・ 紹介さ れた患者の受入れと 患者に適し た医療機関への紹介を、 地元医師会等と 協力し て

進め、 紹介率及び逆紹介率の向上を図る。 また、 地域の医療水準の向上に貢献する。  

○ 地域連携パス 

・ 地域の中核病院と し ての役割から 、 他の医療機関と の機能分担と 連携を強化するため、

地域連携パスの運用を推進し ている。  

③ 災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 
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 ○ 地域災害拠点病院 

・ 災害医療に関する研修及び訓練等を充実さ せ、 災害に備えると と も に、 災害時には、 三

重県及び桑名市から の要請に基づき 必要な医療救護活動を実施し 、 自治体が実施する災

害対策等に協力し ている。 また、 災害時にはＤ ＭＡ Ｔ の派遣などの災害医療を実施し て

いる。  

 

（ ２ ） 医療水準の向上 

地域の中核病院と し て、 高度で専門的な医療提供体制の充実に向け、 医療分野におけるデジ

タ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） 化を推進すると と も に、 病院が保有する高度・ 専門医

療機能のセンタ ー化や集学的治療体制を進化さ せ、 診療体制の強化と 充実に取り 組む。  

① 高度・ 専門医療への取組 

      ・ 循環器センタ ー、 消化器センタ ー及び脳卒中センタ ーの機能や集学的治療体制の強化と

充実を行っ ている。 専門的な知識を有し た多職種によるチーム医療の提供に取り 組んで

いる。  

② デジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） の活用  

・ 三重大学と 組織的な連携強化を図り 、 桑員地域の医療・ 健康・ 福祉機能の高度化を目指

すため、 医療分野におけるＤ Ｘ 化を推進する。  

（ ３ ） 医療従事者の確保 

    勤務環境の改善、 人材育成、 教育支援及び就労支援制度を強化し 医療従事者の確保・ 定着を 

図り 、 地域住民が安心し て医療を受けら れる体制を構築する。  

① 医師の確保 

       ・ 計画的に設備及び医療機器の整備を進めると と も に、 各種専門医の研修施設認定を取得

し 、 医師にと っ て魅力的な病院作り に努めている。 また、 医師事務作業補助者の配置を

始め、 医師を支援する業務体制を拡充し ている。  

・ 診療科ごと の医師の充足度を把握し 、 大学等関係機関と の連携を強化し 、 医師の確保を

行っ ている。  

② 研修医の受入れ及び育成 

  ・ 臨床研修プログラ ムの改善及び充実を図るほか、 各種専門医の研修施設認定を取得する

等、 教育研修体制の整備を進め、 初期研修医及び専攻医の受入れ拡大、 育成及び定着に

努めている。  

③ 薬剤師及び看護師の確保及び定着 

  ・ 教育実習受け入れ等を通じ て関係教育機関等と の連携を強化し 、 確保を図っ ている。  

・ 短時間正規職員制度を含む柔軟な雇用形態や院内保育園の充実等により 、 ワーク ・ ラ イ

フ ・ バラ ンス（ 仕事と 生活の調和） に配慮し た働き やすい環境の整備に努め、 その確保

及び定着に努めている。  

・ 看護師業務の一部を薬剤師、 検査技師及び臨床工学技士に移行するこ と により 、 看護師

の業務負担軽減に努めている。   

（ ４ ） 患者サービスの一層の向上 
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患者や家族と の信頼関係の構築に努めると と も に、 診療待ち時間、 施設設備や院内環境、 職

員の接遇等に対する患者の満足度を定期的に把握・ 分析し 、 患者サービスの一層の向上に取り

組む。  

    ① 診療待ち時間等の改善 

     ・ 地域の医療機関と の役割分担を行い、 逆紹介を推進し 、 外来診療の待ち時間短縮に努め

る。 また、 待ち時間に関する実態調査を行い、 必要に応じ て改善を行う 。  

  ② 院内環境の改善 

     ・ 患者動線に配慮し た案内方法を工夫する等、 院内環境の整備を進める。 また、 感染対策

に継続的に取り 組み、 患者や家族が安心し て受診でき るよう 院内環境の整備に努める。  

  ③ 職員の接遇の向上 

    ・ 院内のご意見箱、 病院ホームページ及び定期的な患者アンケート 等を通じ て患者の意向

をと ら え、 患者サービスの向上につなげる。 全職員を対象と する研修会を実施する等、

病院全体の接遇の向上を図る。  

（ ５ ） より 安心で信頼でき る質の高い医療の提供 

患者が安心し て受診できる環境を提供するため、 院内感染防止対策を確実に実施すると と も

に、 医療事故等に関する情報の収集及び分析に努め、 医療安全対策を徹底する。  

① 医療安全対策の徹底 

  ・ 医療安全管理委員会において医療事故及び医療事故につながる潜在的事故要因に関する

情報の収集及び分析に努め、 職員に分析結果、 リ スク 回避等の対応をフ ィ ード バッ ク し

医療安全対策を徹底し ている。  

・ 院内感染対策委員会及びＩ Ｃ Ｔ ( I nf ect i on Cont r ol  Team＝感染対策チーム) において、

感染源や感染経路に応じ た未然防止及び発生時の院内感染対策を確実に実施するため、

感染管理研修会の開催、 院内ラ ウンド の実施により 、 職員の感染予防知識、 技術の向上

を図っ ている。  

② 信頼さ れる医療の提供 

  ・ 個人情報取扱規程及び桑名市個人情報保護条例に基づき 、 個人情報の保護を行っ てい

る。  

・ 医療の中心は患者であると いう 認識の下、 イ ンフ ォ ームド ・ コ ンセント を徹底すると と

も に、 セカ ンド オピニオン等、 エビデンスに基づいた医療情報を提供し ている。 また、

ヒ ヤリ ・ ハッ ト 件数の公開等、 適切な情報開示を行っ ている。  

   ③ 施設設備の整備及び更新 

     ・ 病院の施設設備について必要性や費用対効果を勘案し て整備及び更新を行っ ている。  

   ④ 市民への保健医療情報の発信及び普及啓発等 

     ・ 医療に関する専門分野の知識や蓄積さ れた情報を活用し 、 市民公開講座の開催及び、 広

報やホームページを活用し て地域住民へ医療情報を発信し ている。  

  

１ ０ ． 業務の成果と 使用し た資源と の対比   

（ １ ）  自己評価                                         （ 単位： 百万円）   

項目  評定（ ※）   行政コ スト   
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第１  住民に対し て提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

と るべき措置 

１  医療の提供 

   （ １ ） 重点的に取り 組む医療の実施 ４  

    14, 850 （ ２ ） 地域医療連携の推進 ４  

   （ ３ ） 災害時及び重大な感染症の流行時等における医療協力 ４  

２  医療水準の向上 

   （ １ ） 高度・ 専門医療への取組み ３  

-    （ ２ ） デジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ Ｄ Ｘ ） の推

進 
３  

３  医療従事者の確保 

   （ １ ） 医師の確保 ３  

-    （ ２ ） 研修医の受入れ及び育成 ４  

   （ ３ ） 薬剤師及び看護師の確保及び定着 ２  

４  患者サービスの一層の向上 

（ １ ） 診療待ち時間等の改善 ４  

-    （ ２ ） 院内環境の改善 ２  

  （ ３ ） 職員の接遇の向上 ３  

５  より 安心で信頼でき る質の高い医療の提供 

（ １ ） 医療安全対策の徹底 ３  

-  

  （ ２ ） 信頼さ れる医療の提供 ３  

   （ ３ ） 施設設備の整備及び更新 ３  

   （ ４ ） 市民への保健医療情報の発信及び普及啓発等 ３  

第２  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためと るべき措置 

１  規則ある職場づく り  ３  

-  

２  適切かつ弾力的な人員配置 ３  

３  職員の職務能力の向上 ４  

４  職員の就労環境の整備 ３  

 ５  効率的な業務体制の推進と 改善 ３  
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第３  財務内容の改善に関する目標を達成するためと るべき 措置 

 １  持続可能な経営基盤の確立 ４   

 ２  収入の確保 ４  

 ３  支出の節減 ４  

法人共通   110 

合計   14, 960 

（ 注１ ） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   

      ※詳細につきまし ては、 業務実績報告書をご覧く ださ い。   

  

（ ２ ）  当中期目標期間における設立団体の長による過年度の総合評価の状況   

区分  令和６ 年度  令和７ 年度  令和８ 年度  令和９ 年度  令和 10 年度 

評定（ ※）  － － － － － 

  ※  評語の説明  

    Ｓ ：  中期計画（ 目標） における所期の目標を 「 量的及び質的」 に上回る「 顕著な成果」  が得ら れている。

Ａ ：  中期計画（ 目標） における 所期の目標を 上回る「 成果」 が得ら れている。  

    Ｂ ：  中期計画（ 目標） における 所期の目標を 達成し ている。    

    Ｃ ：  中期計画（ 目標） における 所期の目標を 下回っ ており 、 改善を 要する。   

    Ｄ ：  中期計画（ 目標） における所期の目標を 下回っ ており 、 業務の廃止を 含めた抜本的な改善を 求める 。   

 

１ １ ． 予算と 決算と の対比                         （ 単位： 百万円）  

区    分 当初予算額 決算額 差額理由 

収入      

営業収益 13,715 14,276  

営業外収益 232 265  

資本収入 416 287 ① 

その他の収入 0 0  

計 14,363 14,828  

支出      

営業費用 13,161 13,671  

 医業費用 12,913 13,385 ② 

 一般管理費 248 285  

営業外費用 73 108  

資本支出 930 882 ③ 

その他の支出 0 500 ④ 

計 14,164 15,160  

単年度資金収支（収入－支出） 199 ▲332  

（ 注１ ） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。  
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予算額と 決算額の差額の説明  

① 診療単価の上昇等により 、 医業収益が増収し たこ と によるも の 

② 人件費及び材料費支出が計画より 増加し たこ と によるも の 

③ 建設改良費支出が計画より 減少し たこ と によるも の 

④ 短期借入金の返済によるも の 

     ※詳細につきまし ては、 決算報告書をご覧く ださ い。   

 

１ ２ ． 財務諸表  

（ １ ）  貸借対照表                           （ 単位： 百万円）  

資  産  の  部  金  額  負  債  の  部  金  額  

固定資産 12, 974 固定負債 13, 208 

  有形固定資産 12, 939   資産見返負債 74 

  無形固定資産 8   長期借入金 11, 077 

  投資その他の資産 28   引当金 1, 974 

流動資産 3, 429   リ ース債務 0 

  現金及び預金 1, 120   その他 83 

  未収金 2, 142 流動負債 2, 662 

  棚卸資産 140   短期借入金 0 

  その他流動資産 27   1 年以内返済長期借入金 748 

      未払金 1, 264 

      1 年以内支払リ ース債務 9 

      引当金 499 

      その他 143 

        

    負 債 合 計  15, 870 

    純 資 産 の 部 金  額  

    資本金 5, 257 

    資本剰余金 2, 974 

    繰越欠損金 ▲7, 697 

      純 資 産 合 計  533 

    資 産 合 計  16, 403      負債純資産合計  16, 403 

（ 注）  計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   
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（ ２ ）  行政コ スト 計算書                        （ 単位： 百万円）  

科          目  金   額  

Ⅰ損益計算書上の費用  14, 960 

  医業費用 14, 542 

一般管理費 308 

財務費用 72 

雑支出 38 

臨時損失 0 

Ⅱその他行政コ スト  0 

Ⅲ行政コ スト  0 

 行政コ スト 合計  14, 960 

（ 注）  計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   

 

（ ３ ）  損益計算書                           （ 単位： 百万円）  

科    目  金      額  

  経常収益( A)   14, 833 

   営 業 収 益 

     医 業 収 益 

     運営費負担金収益 

     そ の 他 収 益 

  営 業 外 収 益 

                       14, 580 

                           13, 443 

                           932 

                          204 

253 

  経常費用( B)                          14, 960 

   営 業 費 用 

     医 業 費 用 

     一 般 管 理 費 

     そ の 他 費 用 

  営 業 外 費 用 

14, 850 

                            14, 542 

                           308 

                           0 

110            

  臨時利益( C)   0 

  臨時損失( D)  0 

  当期純利益( A-B+C-D)  ▲127 

（ 注）  計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   

 

（ ４ ）  純資産変動計算書                        （ 単位： 百万円）  

 資本金 資本剰余金 
利益剰余金 

（ 繰越欠損金）  
純資産合計 
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当期首残高( A)   5, 257   2, 974   ▲7, 570 660

当期変動額( B)   0   0   ▲127   ▲127 

 当期総利益 0   0   ▲127   ▲127 

 その他  0   0   0   0 

当期末残高( A+B)  5, 257   2, 974   ▲7, 697  533

（ 注）  計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   

 

（ ５ ）  キャ ッ シュ ・ フ ロー計算書                    （ 単位： 百万円）  

科          目  金  額  

業務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー( A)   802 

  診療業務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー  874 

  利息の受払額 ▲72 

投資活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー( B)   ▲49 

  運営費負担金収入 101 

 固定資産の取得による支出 ▲152 

  その他 2 

財務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー( C)  ▲1, 101 

資金増加額（ 又は減少額） ( D=A+B+C)   ▲347 

資金期首残高( E)   1, 467 

資金期末残高( F=D+E)  1, 120 

（ 注）  計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。  

 

１ ３ ． 財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報   

（ １ ）  貸借対照表  

令和６ 年度末現在の資産合計は 16, 403 百万円と なり 、 対前年度比 1, 064 百万円減少（ 6. 1％

減） と なっ ています。 こ れは、 固定資産が対前年度比 860 百万円減少（ 6. 2％減） 及び流動資

産が対前年度比 204 百万円減少（ 5. 6％減） と なっ たこ と が主な要因です。    

  

（ ２ ）  行政コ スト 計算書  

令和６ 年度の行政コ スト は 14, 960 百万円と なっ ています。   

  

（ ３ ）  損益計算書  

令和６ 年度の経常利益は▲127 百万円と なり まし た。 人件費及び物価上昇等の影響を受け費

用の増加と なり まし たが、 入院収益及び外来収益と も に増収と なり 、 前年度と 比べて 89 百万円

の改善と なり まし た。  
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（ ４ ）  純資産変動計算書  

令和６ 年度の当期利益は▲127 百万円の計上と なり 、 純資産は 533 百万円と なり まし た。   

   

（ ５ ）  キャ ッ シュ ・ フ ロー計算書  

令和６ 年度の業務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ローは 802 百万円と なり 、 対前年比 740 百万円

減少（ 48. 0％減） と なり まし た。 短期借入金を 500 百万円返済し たため、 資金増加額が▲347

百万円と なり まし た。   

 

１ ４ . 内部統制の運用に関する情報  

 当法人では、 中期目標等に基づき 法令等を遵守し つつ業務を行い、 地方独立行政法人法第

１ 条の目的を有効かつ効率的に果たすために事業方法書に定める内部統制に関する基本方針

に基づき、 リ スク の評価及び状況の把握を行い、 リ スク に対し て必要な措置を講じ るこ と と

し ている。   

 

１ ５ ． 法人の基本状況  

（ １ ）  沿革  

平成 21 年 10 月   桑名市民病院（ 234 床） と 特別医療法人和心会平田循環器病院（ 79 床） が

統合し 、 地方独立行政法人桑名市民病院（ 313 床） を設立  

 

平成 24 年４ 月    地方独立行政法人桑名市民病院（ 313 床） と 医療法人山本総合病院（ 349  

床） が統合し 、 地方独立行政法人桑名市総合医療センタ ー（ 662 床） に名

称を変更 

 

平成 30 年５ 月   ３ 病院を統合し 新病院開院、 病床数を 400 床に変更 

 

（ ２ ）  設立に係る根拠法   

地方独立行政法人法（ 平成十五年法律第百十八号）   

  

（ ３ ）  設立団体の長 

桑名市長 

 

（ ４ ） 組織図（ 令和６ 年４ 月１ 日）   
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（ ５ ） 法人・ 病院の所在地（ 令和６ 年４ 月１ 日現在）   

［ 法人・ 病院］   

 地方独立行政法人桑名市総合医療センタ ー ： 三重県桑名市寿町三丁目 11 番地 

 

（ ６ ） 主要な特定関連会社、 関連会社及び関連公益法人等の状況  

関連公益法人： なし   

  

（ ７ ）  主要な財務データ の経年比較                （ 単位： 百万円）  

区分  令和２ 年度 令和３ 年度  令和４ 年度  令和５ 年度  令和６ 年度  

資産  19, 634 19, 081 18, 714 17, 467 16, 403 

負債  19, 133 18, 420 17, 837 16, 807 15, 870 

純資産  501 661 877 660 533 

行政コ スト  - - 14, 157 14, 454 14, 960 

経常費用  13, 036 13, 574 14, 157 14, 454 14, 960 

経常収益  12, 771 13, 734 14, 373 14, 238 14, 833 

当期純利益 ▲341 160 216 ▲216 ▲127 

（ 注） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   
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（ ８ ）  翌事業年度に係る予算、 収支計画及び資金計画  

① 予算                                           （ 単位： 百万円）  

区 分 金 額 

収入 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金 

    補助金等 

  営業外収益 

    運営費負担金 

    運営費交付金 

    その他営業外収益 

  資本収入 

    長期借入金 

運営費負担金 

        運営費交付金 

  計 

         

14, 984 

14, 103 

838 

43 

224 

44 

4 

176 

1, 234 

1, 100 

134 

0 

16, 442 

支出 

  営業費用 

    医業費用 

      給与費 

      材料費 

      経費 

      研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

  資本支出 

    建設改良費 

    長期借入金償還金 

    移行前地方債償還金 

  計 

 

14, 236 

13, 914 

7, 272 

4, 338 

2, 253 

51 

323 

72 

0 

1, 862 

1, 110 

752 

0 

16, 171 
（ 注） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。                    

 

② 収支計画                                   （ 単位： 百万円）  

区 分 金 額 

収益の部 

  営業収益 

    医業収益 

    運営費負担金収益 

 

15, 101 

14, 103 

838 
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    補助金等収益 

    資産見返運営費負担金戻入 

    資産見返補助金等戻入 

    資産見返寄附金等戻入 

    資産見返物品受贈額戻入 

  営業外収益 

    運営費負担金収益 

    運営費交付金収益 

    その他営業外収益 

  臨時収益 

43 

95 

22 

0 

0 

224 

44 

4 

176 

0 

費用の部 

  営業費用 

    医業費用 

     給与費 

     材料費 

     経費 

     減価償却費 

     研究研修費 

    一般管理費 

  営業外費用 

  臨時損失 

純利益 

 

15, 544 

15, 202 

7, 359 

4, 338 

2, 344 

1, 110 

51 

343 

76 

0 

▲295 
（ 注） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。                    

  

 ③ 資金計画                                   （ 単位： 百万円）   

区 分 金 額 

資金収入 

  業務活動による収入 

    診療業務による収入 

    運営費負担金による収入 

    運営費交付金による収入 

    補助金等による収入 

    その他の業務活動による収入 

  投資活動による収入 

    運営費負担金による収入 

    その他の投資活動による収入 

  財務活動による収入 

    設立団体出資金等による収入 

    長期借入による収入 

    運営費交付金による収入 

17, 505 

15, 208 

14, 103 

882 

4 

43 

176 

134 

134 

0 

1, 100 

0 

1, 100 

0 



- 35 -  

  

  前事業年度から の繰越金 

 

1, 063 

資金支出 

  業務活動による支出 

    給与費支出 

    材料費支出 

    その他の業務活動による支出 

  投資活動による支出 

    有形固定資産の取得による支出 

    その他の投資活動による支出 

  財務活動による支出 

    長期借入の返済による支出 

    移行前地方債償還債務の償還による支出 

    その他の財務活動による支出 

  翌事業年度への繰越金 

17, 505 

14, 308 

7, 559 

4, 338 

2, 412 

1, 110 

1, 110 

0 

752 

752 

0 

0 

1, 334 
（ 注） 計数はそれぞれ四捨五入によっ ているので、 端数において合計と は一致し ないも のがあり ます。   

それぞれの詳細につき まし ては、 令和７ 年度年度計画をご覧く ださ い。   

 

１ ６ ． 参考情報  

（ １ ） 要約し た財務諸表の科目の説明  

①貸借対照表  

固定資産 

      有形固定資産     ： 土地、 建物、 構築物、 器械備品 

      無形固定資産     ： ソ フ ト ウェ ア、 電話加入権 

      投資その他資産    ： 学校債、 法人契約の住宅敷金など 

流動資産 

現金及び預金     ： 現金、 預金  

未収金        ： 医業収益に対する未収金など 

棚卸資産       ： 医薬品、 診療材料、 貯蔵品など 

その他流動資産    ： 長期契約の火災保険など 

固定負債 

資産見返負債     ： 運営費負担金、 補助金、 寄附金などを財源と し て資産を取得

し た場合に計上する負債科目 

長期借入金         ： 一年以上の期間にわたっ て借り る金銭債務 

引当金( 退職給付引当金) ： 将来支払われる退職給付に備えて設定さ れる引当金 

リ ース債務           ： リ ース取引に係る債務  

その他        ： 旧山本総合病院の退職金預かり  

流動負債    

短期借入金      ： 年度を超えて持ち越すこ と のでき ない借入金 

一年以内返済長期借入金： 一年以内に返済期限が到来する長期借入金  

未払金        ： 医薬品、 診療材料、 給食用材料に係る未払債務など 

一年以内支払リ ース債務： 一年以内に支払期限が到来するリ ース取引に係る債務 
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引当金（ 賞与引当金）   ： 支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員

賞与に対する引当金  

その他        ： 支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員

賞与に対する法定福利費 

純資産 

       資本金              ： 設立団体から の出資金 

資本剰余金           ： 固定資産を取得し た場合において、 拠出者の意図や取得資産

の内容等を勘案し 、 地方独立行政法人の会計上の財産的基礎

を構成するも の 

繰越欠損金           ： 業務に関連し て発生し た欠損金の累計額  

  

    ②行政コ スト 計算書  

損益計算書上の費用   ： 損益計算書における費用 

行政コ スト        ： 行政サービスを提供するために使用し たすべてのコ スト  

 

  ③損益計算書  

営業収益 

医業収益       ： 入院収益、 外来収益、 公衆衛生活動等収益 

運営費負担金     ： 診療業務に係る施設費等の交付額のう ち固定負債へ振替し な

いも の 

その他収益      ： 補助金、 寄附金など 

営業費用 

医業費用       ： 給与費、 材料費、 経費、 減価償却費、 研究研修費 

一般管理費      ： 一般管理部門に係る給与費、 経費、 減価償却費など 

営業外収益 

運営費負担金     ： 償還金利息に係る交付額 

運営費交付金     ： 旧市民病院職員退職金に係る交付額 

その他収益      ： 職員住宅使用料、 職員駐車場使用料など 

     営業費用        ： 償還金利息など 

臨時利益        ： 固定資産の売却益など 

臨時損失        ： 固定資産の除却損など  

 

    ④純資産変動計算書 

当期末残高       ： 貸借対照表の純資産の部に記載さ れている残高 

 

 ⑤キャ ッ シュ ・ フ ロー計算書  

業務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー  

： 通常の業務の実施に係る資金の状態を表す 

診療業務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー 

： 医業に係る収入、 医業を行う ための人件費、 医薬品等の材料

費購入による支出など  

投資活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー 

            ： 固定資産取得による支出、 資本的収入に係る運営費負担金収

益など 

財務活動によるキャ ッ シュ ・ フ ロー 

： 長期借入金の借入による収入及び返済による支出、 リ ース債

務償還による支出など 
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（ ２ ） その他公表資料等と の関係の説明  

 事業報告書に関連する報告書と し て、 以下の報告書等を作成し ています。   

◆ ホームページ： 当法人の案内や各イ ベント 等の募集のほか、 各業務を通じ て得ら れ  

た知見や情報を発信し ています。   

◆ 定款、 業務方法書 

◆ 第４ 期中期目標、 第４ 期中期計画、 令和７ 年度年度計画 

◆ 財務諸表等（ 財務諸表、 附属明細書、 決算報告書）  

◆ 業務実績報告書                             など 

  




